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１．業務概要 

 

(1) 業務名称：加庁建委第1号 新庁舎建設用地造成測量設計業務 

 

(2) 業務目的：本業務は，新庁舎建設に伴う用地造成のための測量・地質・造成設計を実施するものである。

このうち本報告書は，地質調査結果を取りまとめたものである。 

 

(3) 業務場所：宮城県加美郡加美町字矢越 地内 

（図1-1調査位置案内図および図1-2調査位置図参照） 

 

(4) 調査期間： 平成 22 年  6 月  9 日から 

平成 23 年  6 月 31 日まで 

 

(5) 発 注 者：加美町役場 

 

(6) 受 注 者：株式会社 千代田コンサルタント 仙台支店 

〒980-0014  仙台市青葉区本町1-3-8 及川パークビル 

TEL 022-214-6261 

FAX 022-214-2545 

管理技術者：西村 康弘 

照査技術者：梶田 陽介 

担当技術者：（設計業務）池口 和仁，中島 千寿 

      （測量業務）高岡 利徳，菅原 隆行 

      （地質調査業務）高田 正美，山田 恵寿 

 

(7) 実施数量：本調査の内容および実施数量は表1-1に示す。 
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表 1-1 調査ボーリング等実施数量 

a.調査ボーリング 

粘
性
土
・
シ
ル
ト

砂
・
砂
質
土

礫
混
り
土
砂

固
結
シ
ル
ト

軟
　
岩

小
　
計

粘
性
土
・
シ
ル
ト

砂
・
砂
質
土

礫
混
り
土
砂

固
結
シ
ル
ト

軟
　
岩

小
　
計

粘
性
土
・
シ
ル
ト

砂
・
砂
質
土

礫
混
り
土
砂

小
　
計

9.50 1.00 9.50 20.00 20.00

3.20 3.20 3.20

7.75 6.35 17.80 1.00 13.10 46.00 46.00

5.40 2.10 7.50 7.50

4.40 10.50 18.20 1.20 13.70 48.00 48.00

3.45 4.05 7.50 7.50

13.90 11.50 27.70 1.20 13.70 68.00 16.35 8.45 17.80 1.00 13.10 56.7 3.45 4.05 7.50 132.20

　　　　　項目

　　地点

機械ボーリング(m)

φ66mm φ86mm φ116mm

合
　
計

H22B-1

H22B-1[別孔]

H22B-2

H22B-2[別孔]

H22B-3

H22B-3[別孔]

実施

 

b.孔内試験および不攪乱試料採取，室内土質試験 

粘

性
土

・
シ

ル
ト

砂
・
砂
質
土

礫
混
り
土
砂

固
結
シ
ル
ト

軟
　
岩

小
　
計

シ
ン
ウ
ォ

ー

ル

デ
ニ
ソ
ン

フ
ル
イ

フ
ル
イ
+
沈
降

8 2 10 20 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

7 6 18 1 14 46 46 1 2 10 2

4 10 19 1 14 48 2 1 1 2 2 3 2 2 2 2 2 2 2

19 18 47 2 28 114 2 46 1 4 1 13 3 3 3 3 3 3 3 3 3 2

土
の
湿
潤
密
度

土
の
一
軸
圧
縮

土
の
三
軸
圧
縮

土
の
圧
密

不撹乱試料採
取（本）

土
粒
子
の
密
度

土
の
含
水
比

実施

H22B-1

H22B-2

H22B-3

標準貫入試験(回)　　　　　項目

　　地点

土
の
液
性
限
界

動
的
変
形
特
性

土の粒度

室内土質試験(試料)
孔
内
水
平
載
荷
試
験
（

回
）

Ｐ
Ｓ
検
層
（

ｍ
）

常
時
微
動
測
定
（

式
）

土
の
塑
性
限
界
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図1-1 調査位置案内図 （縮尺1:25,000）              

（国土地理院発行の2万5千分の1の数値地図「古川」の一部を使用，加筆） 

  0m     500m   1500m   1000m    2000m 

縮尺 1：25,000 

調査地 
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図1-2 調査位置平面図 （縮尺1:1,000）     
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２．調査方法 
 

(1) 機械ボーリング 

機械ボーリングは地中の試料を採取し，地層構成等を把握するとともに，標準貫入試験用の

試験孔を作成することを目的として実施した。機械は油圧式ロータリーボーリングマシンを

用いた。ボーリングマシンの設置状況は図2-1に示すとおりである。 

掘削にはシングルコアチューブ（メタルクラウン）またはダブルコアチューブ（ダイヤビッ

ト）を用い，地質状況に応じてコアチューブやビットを変更し，φ66～116 ㎜で標準貫入試験

を併用しながら，かつ孔内試験孔に資するように掘削した。 

また，地下水位確認後は孔壁保護およびスライム除去を目的として状況に応じてケーシング

パイプ（ドライブパイプ）を挿入した。 

掘削終了後，担当者の確認を受けたのちボーリング孔をセメントミルクによって閉塞した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-1 機械ボーリングの概略図 
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(2) コア判定と土砂および岩盤分類の基準 

ボーリングコアの判定はボーリング柱状図作成要領（（財）日本建設情報総合センター）に準

じ，巻末の「ボーリング柱状図」を作成した。 

土質については表2-1に示す土質分類より土質名を判別した。 

岩盤については，表2-2に示す「菊池・斎藤による岩盤分類」を用い，同基準の「軟岩」の

評価に沿って，表2-3に示す「コアの硬軟」「コア形状」「割目の状態」「風化」関する細区分要

素の組み合わせにより岩盤分類の判定を行った。 

 

表 2-1 土質名とその定義ならびに工学的分類体系との対応 

簡易 

分類名 
土質名 定義又は説明 

工学的分類体系 

との対応 

レキ 

レキ 

粗レキ 

中レキ 

細レキ 

砂レキ 

細粒分が

５％未満

ほとんどのレキが２～75 ㎜の場合 

〃        20～75 ㎜の場合 

〃        ５～20 ㎜の場合 

〃        ２～５㎜の場合 

かなりの砂分を含むレキ 

〔G〕 ｛Ｇ｝ 

Ｇ

シルト

粘土 

有機 

火山灰

まじり

レキ 

粗レキ

中レキ

細レキ

砂レキ

細粒分が

５％以上

15％未満

細粒分がシルト｛Ｍ｝ 

〃    粘土性｛Ｃ｝ 

〃    有機質土｛Ｏ｝ 

〃    火山灰質粘性土｛Ｖ｝ 

(G-M) 

(G-C) 

(G-O) 

(G-V) 

(G-F)  

レキ質土 

シルト

粘土 

有機 

火山灰

質 

レキ 

粗レキ

中レキ

細レキ

砂レキ

細粒分が

15％以上

50％未満

〃   シルト｛Ｍ｝ 

〃   粘土性｛Ｃ｝ 

〃   有機質土｛Ｏ｝ 

〃   火山灰質粘性土｛Ｖ｝ 

(GM) 

(GC) 

(GO) 

(GV) 

｛ＧＦ｝

砂 

レキまじり砂 

砂 

粗砂 

細砂 

細粒分が

５％未満

レキを含む砂 

ほとんどが75μm から2.0 ㎜の場合

〃    0.42 ㎜から2.0 ㎜の場合

〃    75μm から0.42 ㎜の場合

〔S〕 

｛Ｓ｝ 

Ｓ

シルト

粘土 

有機 

火山灰

まじり

砂 

粗砂 

細砂 

細粒分が

５％以上

15％未満

細粒分がシルト｛Ｍ｝ 

〃    粘土性｛Ｃ｝ 

〃    有機質土｛Ｏ｝ 

〃    火山灰質粘性土｛Ｖ｝ 

(S-M) 

(S-C) 

(S-O) 

(S-V) 

(S-F)

砂質土 

シルト

粘土 

有機 

火山灰

質 

砂 

粗砂 

細砂 

細粒分が

15％以上

50％未満

〃    シルト｛Ｍ｝ 

〃    粘土性｛Ｃ｝ 

〃    有機質土｛Ｏ｝ 

〃    火山灰質粘性土｛Ｖ｝ 

(SM) 

(SC) 

(SO) 

(SV) 

｛ＳＦ｝

粘性土 

シルト 

砂質シルト 

細粒分が

50％以上

塑性ひもがもろく，ダイレイタンシ

－現象が顕著で，乾燥強さが低い 
｛Ｍ｝ 

Ｆ

砂質粘土 

シルト質粘土 

塑性ひも試験におけるタフネスが中

くらい 
（CL） 

｛Ｃ｝ 

粘土 
塑性ひもは非常にねばり強く， 

乾燥強さが非常に高い 
（CH） 

有機質土 

有機質シルト 

有機質シルト粘土 

有機質砂質粘土 

黒色，暗色で，有機臭がある有機質

シルトまたは有機質粘土質 
（OL） 

｛Ｏ｝ 
有機質粘土 黒色，暗色で，有機臭がある粘土 （OH） 

火山灰質 

粘性土 

黒ボク，関東ローム（黒 

色）など 

黒色，暗色で，有機臭がある火山灰

粘性土 
（OV） 

灰土，関東ロームなど 

各地のローム 

火山灰質粘性土でＷＬ＜80 

〃        ＷＬ≦80 

(VH1） 

(VH2) 
｛Ｖ｝ 

高有機質土 
ビ－ト，泥炭など 

黒泥など 

繊維質の高有機質土 

分解の進んだ高有機質土 

(Pt) 

(Mk) 
｛Ｐｔ｝ 

（日本建設情報総合センター「ボーリング柱状図作成要領（案）」平成11年より引用） 
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表2-2 岩盤分類（菊池・斎藤による岩盤分類） 

岩盤 

等級 
硬質岩 中硬質岩 軟質岩 

 

一応の目安としては新鮮な岩石のテストピース
の一軸圧縮強度が 

80MN/m2以上のものである。岩石ハンマーによる打
撃では一般に金属音を発する。 

一応の目安としては新鮮な岩石のテストピースの乾
燥一軸圧縮強度が 
80MN/m2～20MN/m 2の範囲にあるものである。岩
石ハンマーによる打撃ではかなりしまった音を発生
するが一般には金属音を発しない。この範囲にあるも
ののうち，軟質側のものは岩石ハンマーの尖頭部によ
る打撃で岩石の表面にわずかにくぼみを生ずる場合
もある。 

一応の目安としては新鮮な岩石のテストピースの乾燥
一軸圧縮強度が 
20MN/m2以下のものである。岩岩ハンマーによる打撃
ではにぶい弛緩した音を発し，時には破壊する場合もあ
る。岩石ハンマーの尖頭部による打撃では岩石の表面に
容易に窪みが生ずる。 

A 
岩質は極めて新鮮で，火成岩の造石鉱物あるいは堆積
岩の構成粒子は全く風化変質しておらず，また節理は
ほとんど分布していない。岩盤としては極めて堅牢，
固密である。 

 

B 

岩質は新鮮で，火成岩の造石鉱物あるいは堆積岩の構
成粒子は，ほとんど風化変質していない。また節理の
分布は疎らであり，密着している。岩盤としては堅牢，
固密である。 

岩質は新鮮であり，構成粒子は二次的な風化変質をま
ったく受けていない。また節理等の割目はほとんど分
布していない。岩盤としては堅固である。この場合軟
質岩に近いものについては，上記のような性状であっ
ても，すでにこのクラスに属さずC 上級に属するも
のがある。 

 

C 

CH 

岩質は概ね新鮮，堅硬であるが，火成岩では造石鉱物
中，長石類および雲母，角閃石などの有色鉱物がわず
かに風化変質している場合もあり，また堆積岩類では
構成粒子として二次的に存在する長石類，および有色
鉱物がわずかに風化変質している場合もある。節理は
かなり分布しており，また節理面は風化変質をうけて
変色汚染されている場合が多く，時には風化物質がう
すく付着していることもあるが，一般には概ね密着し
ている。岩盤としては堅固である。 

岩質は新鮮であり，構成粒子は二次的な風化変質を受
けていない。また節理の分布は疎らで密着している。
岩盤としては概ね堅固である。ただしこの場合，硬質
岩に近いものについてはこのような性状でもB 級に
属するものがある。 

このクラスの対象となる岩石は，中硬質岩に近いもの
(新鮮な岩石の乾燥一軸圧縮強度が15MN/m2程度以上)
である。 
岩質は新鮮で，構成粒子は風化変質をまったく受けてお
らず，また節理はほとんど分布していない。 

CM 

岩質は一般にやや風化変質している。このうち火成岩
では石英を除き，長石類及び有色鉱物は風化を受け，
しばしば褐色あるいは赤褐色を呈している。また堆積
岩類では構成粒子として二次的に存在する長石類お
よび有色鉱物が風化変質し，火成岩の場合と同様，し
ばしば褐色あるいは赤褐色を呈している。 
節理は開口し，しばしば粘土あるいは風化物質を挟在
している。このクラスの岩石中には細かな毛髪状割目
が多量に胚胎していることが多いので岩石ハンマー
で強打すれば，この毛髪状割目を分離面として崩壊す
ることがしばしばある。 
この他岩質は新鮮であっても，開口節理の分布が著し
く，クラッキーな状態を示すものもこのクラスに含ま
れている。 

構成粒子として二次的に存在する長石類および有色
鉱物がやや風化変質しているものが多い。風化程度と
してはあまり進んでいないが，原岩が中硬質の岩石で
あるので，絶対的な硬さとしてはやや軟質な感じを受
ける。節理はかなり分布しており，やや開口している
ことが多く，節理は風化変質をうけて変色汚染されて
おり，しばしば粘土の薄層，風化物質を挟在している。
このクラスの岩盤は毛髪状割目がある程度存在する
ので，岩石ハンマーによる打撃ではこの毛髪状割目を
分離面として，しばしば崩壊する。 

岩質は新鮮であり，構成粒子も二次的な風化変質をうけ
ていない。また，節理はほとんど分布していないか，あ
るいは分布していても疎らでありしかも密着している。
岩盤としては風化をほとんど受けていないが，原岩が軟
質な岩石であるので，絶対的な硬さとしては，軟質な感
じを受ける。この場合，乾燥一軸圧縮強度が 6MN/m2

～7MN/m2程度以下のものではすでにこのクラスに属
さずC下級に属する。 

CL 

火成岩の造石鉱物あるいは堆積岩の構成粒子は著し
く風化を受けているために，岩石全体としても一般に
褐色あるいは赤褐色を呈する。 
節理は開口し粘土および風化物質の狭在が著しい。こ
のクラスの岩石では細かな毛髪状割目の分布が著し
くさらにこの割目に沿って風化も進んでいるので，岩
石ハンマーによる軽打によって容易に崩壊あるいは
陥没する。この他，岩質は新鮮であっても開口節理の
分布が著しく，石積状の産状を示すものもこのクラス
に含まれる。 

構成粒子は風化変質し，固結程度はかなり低くなって
いる。原石が中硬質の岩石であるので，絶対的な硬さ
としては，かなり軟質な感じをうける。節理はかなり
分布している。節理は開口し，また風化物質，粘土層
を著しく挟在している。 
このクラスの岩盤では毛髪状割目に沿って，かなり風
化が進んでいるので，岩石ハンマーによる軽打撃によ
っても容易に崩壊する。 

構成粒子はやや風化変質を受け，固結程度は著しく低下
している。岩盤としての絶対的な硬さとしては，極めて
軟質な感じを受ける。岩石ハンマーの尖頭部で打撃する
と，しばしば尖頭部は岩盤に突き刺さる。 
 

D 
火成岩の造石鉱物あるいは堆積岩の構成粒子は著し
く風化を受け，しばしば砂状および粘土状を呈する部
分が見られる。このクラスの岩盤では節理の分布はむ
しろ不明瞭である。 

構成粒子は風化変質が著しくすすみ固結程度は著し
く低下し，しばしば砂状および粘土状を呈している。
このクラスのものは，割目の分布はむしろ不明瞭であ
る。 

構成粒子の固結程度は極めて低くなり，大部分砂状ある
いは泥土状を呈している。 

該 

当 

岩 

石 

(1) 深成岩，半深成岩および火山岩等の火成岩類が
これに該当する。 

(2) 中生代以前の砂岩，礫岩，チャート，石灰岩お
よび輝緑凝岩等の堆積岩および火山砕屑岩が
これに該当する。ただし粘板岩，頁岩は原則的
には除外する。 

(3) 変成岩のうち，比較的塊状の片麻岩は，これに
該当する。ただし結晶片岩類は除外する。 

その他，新第三紀の堆積岩および火山砕屑岩にもこれ
に該当するものもある。 

新第三記中新世以前の第三記の堆積岩(泥岩，シルト
岩，砂岩および礫岩)および火山砕屑岩(凝灰岩，凝灰
角礫岩，火山角礫岩および溶結凝灰岩)の大部分がこ
れに該当する。 
ただし第四紀の溶結凝灰岩にはこれに該当するもの
もある。 

新第三記鮮新世以降の堆積岩(泥岩，シルト岩，砂岩お
よび礫岩)および火山砕屑岩(凝灰岩，凝灰角礫岩，およ
び火山角礫岩)の大部分がこれに該当する。 
ただし第四記の火山砕屑岩にはこれに該当するものも
ある。 
 

摘要 田中式岩盤等級に対応する。   

（㈱土木工学社「岩盤分類とその適応」平成元年,P44～45より引用） 
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表2-3 コア観察要素細区分 

（ボーリングコアの硬軟判定基準） 

記号 硬 軟 区 分 
Ａ 極硬，ハンマーで容易に割れない。 
Ｂ 硬，ハンマーで金属音。 
Ｃ 中硬，ハンマーで容易に割れる。 
Ｄ 軟，ハンマーでボロボロに砕ける。 
Ｅ 極軟，マサ状，粘土状 

（ボーリングコアの形状判定基準） 

記号 模式図 コ ア 形 状 
Ⅰ  長さ50cm以上の棒状コア。 

Ⅱ  長さが50～15cmの棒状コア。 

Ⅲ  長さが15～5cmの棒状～片状コア。 

Ⅳ  長さが5cm以下の棒状～片状コアでかつコアの外周の一部が認められるもの。 

Ⅴ  主として角礫状のもの。 

Ⅵ  主として砂状のもの。 

Ⅶ  主として粘土状のもの。 

Ⅷ  コアの採取ができないないもの。スライムも含む。（記事欄に理由を書く） 

（ボーリングコアの割目状態判定基準） 

記号 割 目 状 態 区 分  
ａ 密着している。あるいは分離しているが割目沿いの風化・変質は認められない。 
ｂ 割目沿いの風化・変質は認められるが，岩片はほとんど風化・変質していない。 
ｃ 割目沿いの岩片に風化・変質が認められ軟質となっている。 
ｄ 割目として認識できない角礫状，砂状，粘土状コア。 

（ボーリングコアの風化区分） 

記号 風 化 区 分 
α 非常に新鮮である。造岩鉱物の変質は全くない。 
β 新鮮である。長石の変色はないが，有色鉱物の周辺に赤褐色化がある。 

γ 
弱風化している。有色鉱物の周辺が濁っており，やや黄色を帯びている。長石は一部白濁している。鉱物の

一部が溶脱している。 
σ 風化している。長石は変質し白色となっている。有色鉱物が褐色粘土化している。黄褐色化が著しい。 
ε 強風化している。原岩組織が失われている。 

（ボーリングコアの変質区分） 

記号 変質区分 変 質 状 況 
1 非変質 肉眼的に変質区分の存在が認められないもの。 

2 弱変質 
現岩組織を完全に残し，変質程度（脱色）が低いもの。あるいは非変質部の割合が高いもの（肉

眼で 50%以上）。 

3 中変質 
肉眼で変質が進んでいると判定できるが，現岩組織を明らかに残し，現岩判定が容易なもの。

または非変質部を残すものおよび網状変質部。 
4 強変質 構成鉱物，岩片等が変質鉱物で完全置換され，現岩組織を全く～殆ど残さないもの。 

（日本建設情報総合センター発行「ボーリング柱状図作成要領（案）」：平成11年より引用） 
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(3) 標準貫入試験 

標準貫入試験は，土および岩盤の硬軟，締まり具合の指標となるＮ値を求めるとともに，土

質の判定・観察を行うための試料を得ることを目的に実施した。また，貫入試験結果（Ｎ値）

からは次頁以降に示すような多くの情報が得られる。 

試験方法は，日本工業規格「標準貫入試験方法（JIS A 1219-2001）」に準じて，図2-2に示

す要領で行う。深度方向 1.0m 毎にサンプラーをボーリングの孔底に降ろし，ドライブハンマ

ー（63.5kg±0.5kg）を 76cm±1cm の高さから自由落下させ，ロッド上端にあるノッキングブ

ロックを打撃することにより，サンプラーが 30 ㎝地中に貫入されるのに要した打撃回数を測

定した。Ｎ値とはこの打撃回数のことである。 

なお，打撃回数の上限は 50 回までとし，試験結果の記録（試験深度，打撃回数，貫入量）

は，「ボーリング柱状図」に記載した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-2 標準貫入試験要領および装置 

（地盤工学会「地盤調査の方法と解説」平成16年,P.246～256より引用） 

ﾄﾞﾗｲﾌﾞﾊﾝﾏｰの標準形式 ﾉｯｷﾝｸﾞﾌﾞﾛｯｸの標準形式 

標準貫入試験用ｻﾝﾌﾟﾗｰ 

標準貫入試験用装置および器具の名称 

サンプラーを試験深度まで降ろす。 

ノッキングブロックを取付ける。 

ドライブハンマーをノッキングブロックに乗せる。 

ドライブハンマーの落下高さを小さくし，15㎝の予備打ちを行う。 

ドライブハンマーの落下高さを 76±1 ㎝に保ち，自由落下

させる。 

貫入量 10cm ごとの打撃回数を記録しながら，30 ㎝貫入に

要する打撃回数Nを測定する。 

5㎝の後打ちを行う 

（省略してもよい）。 

サンプラーを引き上げる。 

シュー，コネクターヘッドを取り外し，スプリットバーレ

ルを二つに割る。 

試料長，土質識別，色調，混入物等の観察を行い，野帳に

記入する。 

コア箱に格納する。 
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砂質土のＮ値については表 2-4～表 2-5 に示すような相対密度やせん断抵抗角等の地盤定数

との関係が，粘性土のＮ値については図2-3に示すようなコンシステンシーや一軸圧縮強さ等

との関係が提案されている。 

 

表2-4 Ｎ値と砂の相対密度の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（(社)地盤工学会「地盤調査の方法と解説」平成16年,P.263より引用） 

 

表 2-5  Ｎ値と砂のせん断抵抗角の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

（(社)地盤工学会「地盤調査の方法と解説」平成16年,P.263より引用） 
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図2-3 Ｎ値と粘土のコンシステンシー，一軸圧縮強さの関係 

（(社)地盤工学会「地盤調査の方法と解説」平成16年,P.267より引用） 
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(4) 孔内水平載荷試験 

孔内水平載荷試験は，ボーリング孔を利用して水平地盤反力を測定し，これより地盤の

水平方向の変形特性を知るための試験であり，ボーリング孔内において孔壁を加圧するこ

とによって地盤の変形係数（Em），降伏圧力(Py)および極限圧力(Pl)を求めることを目的と

している。 

試験方法は，地盤工学会基準「孔内水平載荷試験方法（JGS 1421-2003）」に準じ，以下

に示す測定手順で行った。 

なお，図2-4に孔内水平載荷試験器（ＬＬＴ）の概要図を示す。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-4 孔内水平載荷試験の概要図 

 

a.測定手順 

①試験深度を決定した後，孔壁の乱れが生じないように注意を払いながら試験孔の掘削

を行う。 

②ゾンデを試験深度に設置する。 

③窒素ガスによりゾンデ内の水を加圧し，ゾンデを膨張させ，孔壁を加圧する。圧力を

段階的に上昇させ，ゾンデの膨張に伴うタンク内の水位変化を見る。1 圧力段階におい

て 15，30，60，120 sec ごとに水位を測定する。120 sec 経過後，次の圧力段階へ移行

する。 

④地盤が破壊したと判断された場合，または，ゾンデの膨張限界に達した場合は測定を

終了し，ゾンデを回収する。 
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開閉コック
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b.解析方法 

①試験データを図 2-5 に示す圧力（Pe）～変形速度（ΔH）曲線および圧力（Pe）～半径

（r）曲線に整理する（ΔH：120sec と 30sec の水位読み取り値の差（cm））。 

 

②圧力～変形速度曲線の折点と圧力～半径曲線の形状から P0（静止土圧），Py’，Pl’

を読み取り，次式により降伏圧 Pyおよび極限圧 Pl を求める。 

Py=Py’-P0 

Pl=Pl’-P0 

③地盤係数 Kｍおよび変形係数 Emを次式により求める。 

            Km＝ΔP／Δr(kN/m3) 

            Em＝(1+ν)・rm・Km(kN/m
2) 

        ここに，ΔP：圧力～半径曲線で直線を示す区間の圧力差(kN/m2) 

                 Δr：ΔPを求めた区間の半径の差(cm) 

                  ｒm：ΔPを求めた区間の中間の半径(cm) 

                   ν：ポアソン比（一般に0.3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-5 孔内水平載荷試験の解析概念図 
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 (5) PS検層 

 a.弾性波の種類と性質 

弾性波には実体波と表面波があり，さらに実体波にはＰ波（縦波又は疎密波）とＳ波（横波

又はセン断波），表面波にはレーリー波とラブ波がある。 

それぞれの波はその進行に伴い図2-6に示すような質点運動を行う。Ｓ波にはその振動方向

によってＳＨ波とＳＶ波があるが，検層に使われるのは主にＳＨ波の方である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-6 波の伝播と質点運動 

 

ＰＳ検層はボーリング孔を利用して地盤のＰ波とＳ波を直接的に測定するもので，一般には

ダウンホール法（地表起震，地中受振）が使われている。 

Ｐ波速度（Ｖｐ）とＳ波速度（Ｖｓ）は地盤の弾性的性質に依存し，それぞれ次式で表される。 

 

                             ①式 

                          

                             ②式 
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①及び②式からわかるようにＰ波速度は主にヤング率に，Ｓ波速度は剛性率（せん断弾性係

数）に依存する。従ってＰ波速度は地盤の硬さのほかに含水状態に大きく影響され，地下水で

飽和した未固結層は水の速度に近い 1,400～1,600 m/s程度の値を示す。 

    一方Ｓ波速度は含水状態にあまり影響されないため，特に未固結地盤においては他の力学的

パラメーター（一軸圧縮強度，変形係数など）との相関性がよい。 

    このようにＰ波及びＳ波速度を測定することによって地盤の状態や力学的特性を把握できる

ほか，両者の値とは別に測定される密度（ρ）を用いて剛性率やポアソン比を求めることがで

き，これらは地震時における地盤の応答を計算するのに用いられている。 

 

 b.測定方法 

測定システムは図2-7に示すように孔内受振器，地上測定装置及び震源より構成される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-7 測定システム 

(a)孔内受振器 

孔内受振器には水平２方向，上下１方向の計３成分の換振器（固有周波数 28Hz）が組

み込まれている。Ｐ波は上下動成分で，Ｓ波は水平成分で測定する。孔壁への固着はビニ

ールホースを介して地上より高圧ガスを送り，孔内受振器に付属しているゴムパッカーを

ふくらませ圧着させた。 

(b)測定装置 

通常は増幅器と記録器及び加圧装置より構成されるが，深い測定（深さ50ｍ以上）やノ

イズの多いところでの測定はスタッキングユニットを使用した。 

 加圧装置には水圧ポンプか高圧ガスボンベを使用した。一般に孔内水位が低い場合には

高圧ガスが，高い場所では水圧の方が有利である。 
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(c)震  源 

 Ｓ波震源には板タタキを使用した。板は厚さ 5cm，巾 50cm，長さ １～2ｍ程度のもの

を使用した。地面の表面を削り，水平に成型した上に板を設置し，その上に 100kg 程度

の荷重をのせた。Ｓ波はこの板の両端を叩いて発生させた。 

Ｐ波は地面を直接，または地面に置いた金属製の円盤を叩いて発生させた。 

 

(d)測定手順 

 測定はまず孔内受振器を所定の位置まで降ろし，地上より水圧又は高圧ガスを送ってパ

ッカーにより孔壁に固着させる。次に地上の増幅器を調整し，Ｐ波，Ｓ波の順で測定した。 

 Ｓ波の測定においては板の両端を叩いて得た記録を比較し，位相の反転性をチェックし

Ｓ波の確認を行った。 

 

 c.解析方法 

測定した波形記録よりＰ波，Ｓ波それぞれの初動を読み取る。Ｓ波の記録は場合によってＰ

波やノイズ等のため不明瞭な場合がある。そのような場合は，Ｓ波位相の最大振幅を示す部分

を読み取り，初動位置を決めた。 

 発振点から受振点まで波が伝播するのに要する時間を走時と呼び，記録の基準点（ショット

マーク）よりＰ波の初動までの走時をＰ波走時，Ｓ波と判定した初動までの走時をＳ波走時と

呼ぶ。 

 前項の読み取り法に従い各深度におけるＰ波，Ｓ波走時は，縦軸に深度，横軸に走時を目盛

ったグラフに深度と走時の関係をプロットした（これを走時曲線と呼ぶ）。 

 この走時曲線は，原記録により作成されたもので，解析にあたっては，発振点がボーリング

孔口にあるような走時曲線に補正しなければならない。補正は次のように行う（図2-8）。 

     走  時           ｔ（msec） 

     測定深度           ｄ（ｍ） 

     発振点と孔口の距離       （ｍ）  

     受振点と発振点とを結ぶ線が  θ（°） 

     
ボーリング孔となす角とすると，補正走時 ｔ’ は次式で示される。 

 

       tanθ ＝  /ｄ 

        ｔ’   ＝ ｔ・cosθ 
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各深度でこのような補正計算を行い，補正走時

曲線を作成した。 

 速度決定に先立ち，まず走時曲線の直線部分か

らいくつかの走時層に区分を行う。区分は走時曲

線から一義的に行えるが，観測誤差の範囲で多少

の自由度がある。そのため，決定に際しては柱状

図を参照し，また，Ｐ波とＳ波の走時曲線を互い

に見比べながら行う。速度の決定は各速度層ごと

に，次のようにして走時曲線の勾配からＰ波，Ｓ

波の速度を求めた。 

速度層の層厚        Δｘ 

 速度層の上面と下面の走時差 Δｔ 

とすると速度Ｖは次式で計算される。             図2-8 補正時の求め方 

 

  Ｖ＝Δｘ/Δｔ 

 

得られた成果は柱状図，Ｎ値及びその他の測定値とともに速度柱状図として示した。 

 また，このようにして決定されたＰ波及びＳ波速度から次式を使って弾性定数を計算することがで

きるが，ヤング率（Ｅ）や剛性率（Ｇ）の計算には別に密度（ρ）の情報が必要となる。 
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表2-6 測定器使用一覧表 
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 (6) 常時微動測定 

 a.概 要 

微動とは、遠方からの交通機関や工場機械等による人工的なものや潮汐・波浪・火山活

動等の自然現象によって起こされた振動が四方八方から伝播してきたものの集まりで、そ

の振幅は極めて小さく数μm/s程度、その周期は0.1～数秒程度である。 

「常時微動」は周期0.1～1秒程度の微動で、振動源は遠方の交通機関や工場機械等に

よる人工的なものである。周期が1～5秒の微動を「やや長周期微動」といい、潮汐・波

浪等自然現象が振動源になっている。 

常時微動は各地盤において特有の性質を有し、一見不規則に見える波形の中にその地盤

の弾性的性質の情報を含んでいると言われている。常時微動の性質は地震時での地盤振動

特性と良い相関性が見出されている。例えば、常時微動の卓越周期は地震時における地盤

の卓越周期と調和的であることが知られている。このように常時微動測定は地震時におけ

る地盤の振動特性を推定する上で有力な手段とされている。 

常時微動測定で測定対象になる周期帯は表層地盤の卓越周期帯の0.1～1秒または2秒

である。しかし高層建築物を対象にした場合には高層建築物の固有周期が長い（1.5～5秒

程度）ため地下深部構造まで含めた卓越周期帯のやや長周期微動も測定対象とし、高層建

築物の固有周期に近い地盤の卓越周期も求める。前者を1秒計、後者を5秒計でそれぞれ

測定する。 

 

 b.測定装置および測定方法 

常時微動の測定システムを図2-9に、測定の手順を図2-10に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-9  常時微動測定システム                               図 2-10  測定手順 

微動計設置 

機器調整 

測定 

配線 

測定器微動計
(地表用)

(地中用)
微動計
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測定の概要及び手順を次に挙げる。 

a)測定の概要を表2-7に示す。 

表2-7  測定の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b)微動計（地表用1秒計及び地表用5秒計）を地表に水平に設置した。 

c)微動計（地中用 1 秒計）を 1 日目は GL-45m に、2 日目は GL-20m にそれぞれパンタグ

ラフ型アームで固定して設置した。 

d)微動計は地表用及び地中用共に水平動2成分と上下動成分の計3成分の測定ができる

ようになっている。 

e)微動計及び測定器の配線をし、測定器の調整を行った。 

f)3 台の微動計（地表用 1 秒計，地中用 1 秒計及び地表用 5 秒計）を用いて測定を行っ

た。測定機器を表2-8に示す。 

g)測定記録を測定器に収録した。 

h)測定記録を確認し、測定記録中に解析に必要な時間長(20.48～40.96秒)の記録が収録

されていることを確認してから測定を終了した。 

i)測定時の天気は 1 日目が晴れで時々風が吹いていた。2 日目はくもりで時々風が吹い

ていた。 

j)測定地は国道457号線の東側に50m離れた所に位置する水田内にあり、測定地からお

よそ90m離れた所に国道457号線と国道347号線との交差点がある。 

 

H22B-2

測定点 使用微動計
サンプリング

間隔
収録

チャンネル数
天気

地表 地表用1秒計 3

地中 晴れ，

16:00 ～ 18:00 (GL-45m) 時々風

地表 地表用5秒計 3

地表 地表用1秒計 3

地中 くもり，

10:00 ～ 12:00 (GL-20m) 時々風

地表 地表用5秒計 3

3

3

0.01秒

測定日時

地中用1秒計

地中用1秒計1日目

2日目

2011. 4. 7

2011. 4. 8
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表2-8  常時微動測定機器一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

型式 メーカー

成分数 水平動 2, 上下動 1

感度 0.0338 V/kine

測定周波数 1～20 Hz

成分数 水平動 2, 上下動 1

感度 1 V/kine

測定周波数 0.2～9 Hz

成分数 水平動 2, 上下動 1

感度 0.0338 V/kine

測定周波数 1～20 Hz

孔壁固定方法 パンタグラフ型アーム

チャンネル数 12 ch

増幅度 0,20,40,60 dB

フィルタ 0,25,100,300 Hz

分解能 24 bit

変換速度 50 kHz

許容入力電圧 ±2.5 V

サンプリング周波数 50,100,200,250,500 Hz

測定記録収録先 ハードディスク 64 GB

物探サービス
(株)

地表用

1秒計

測定器 GEODAS15-HS

仕様項目

地表用

5秒計
CR2-5S

CR4.5-1S

微動計

MBPU-45M地中用

1秒計
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 c.解析方法 

測定器に収録した測定記録を再生し、特定の振動源（例えば測定地周辺道路の通行車両

や風）の影響の少ない区間を選定した。その区間から図2-11の解析手順に従ってフーリ

エスペクトル、スペクトル比及びH/Vスペクトルをそれぞれ求めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-11  解析手順 

 

 

 

測定記録 

再生 

解析区間選定

解析用デジタルデータ作成 

スペクトル解析

フーリエスペクトル 

H/Vスペクトル 

フーリエスペクトル図時系列波形図 H/Vスペクトル図 

スペクトル比

スペクトル比図 
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(7) 不攪乱試料採取 

サンプリングは，土質試験に供する乱れの少ない試料を採取することを目的とした。 

試料採取には軟らかい～中位の（Ｎ≦8 程度）粘性土を対象に固定ピストン式シンウォ

ールサンプラーを使用し，その方法は，地盤工学会基準「固定ピストン式シンウォールサ

ンプラーによる土試料の採取方法（JGS 1221-2003）」に準拠する。図2-12にシンウォール

サンプラーの概略図を示す。 

また，硬い（8≦Ｎ≦15 程度）粘性土を対象にデニソンサンプラーを使用し，その方法

は，地盤工学会基準「ロータリー式二重管サンプラーによる土試料の採取方法（JGS 

1222-2003）」に準拠する。図2-13にデニソンサンプラーの概略図を示す。 

採取した試料は，室内土質試験を実施するまでにその性質が変わらないように，採取後

速やかに両端部をシールし，試料の膨張および含水比の変化を防止した。また，試料の運

搬や保管に際しては，振動・衝撃・温度変化等を与えないように注意した。 

 

（エキステンションロッド式）        （水圧式） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-12 固定ピストン式シンウォールサンプラーの概略図

内径75±0.5㎜長さ
100㎝
標準

通気用ボルト

パッキングセット
スクリュウ

パッキング

ピストンベース

ピストン

ピストンロッド

サンプリングチューブ

サンプリングチューブ
取り付けビス

アダプタ

スパイダ

ホールコーンクランプ

サンプラヘッドスプリング

ロッドカップリング

水抜き孔

ボーリングロッド

上部ピストン

ピストンロッド

サンプリングチューブ

下部ピストン
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図 2-13 デニソンサンプラーの概略図 

 

 

ボーリングロッド
カップリング

外側バーレルヘッド

排水孔

送水孔

グリース止め

上部ベアリング

下部ベアリング

ライナーヘッド

外側バーレル

グリース止め

中空ベアリングシャフト

外側バーレルヘッド

リリースバルブアセンブリー

内側バーレル

ライナー
（サンプリングチューブ）

切削ビット

内側バーレルシュー
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 (8) 室内土質試験 

室内試験は，サンプリング試料（乱れの少ない試料），標準貫入試験試料を用いて，土

の物理および力学的な性質を把握することを目的として実施した。 
試験の項目および方法・規格を表2-9に示す。 

 

表2-9 室内土質試験一覧 

試 験 項 目 規格・基準 仕 様 

土
質
試
験 

物
理
試
験 

土粒子の密度試験 JIS A 1202-2009 1試料あたり3供試体 

土の含水比試験 JIS A 1203-2009 1試料あたり3供試体 

土の粒度試験 JIS A 1204-2009 1試料あたり1供試体 

土の液性・塑性限界試験 JIS A 1205-2009 
液性：1試料あたり6供試体 

塑性：1試料あたり3供試体 

土の湿潤密度試験 JIS A 1225-2009 
ノギス法 

1試料あたり3供試体 

力
学
試
験 

土の一軸圧縮試験 JIS A 1216-2009 1試料あたり2供試体 

土の非圧密非排水（UU）

三軸圧縮試験 
JGS 0521-2009 1試料あたり3供試体 

土の圧密試験 JIS A 1217-2009 1試料あたり1供試体 

地盤材料の繰返し三軸試験 JGS 0542-2000 1試料あたり1供試体 

JIS：日本工業規格，JGS：地盤工学会基準 
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３．地形・地質概要 

(1) 地形概要 

本調査地は，宮城県中央部に広がる大崎耕土（低地）と称される東側地域にあり，JR東日本

陸羽東線「西古川駅」から西側へ約4km地点に位置する。 

当該地周辺は，奥羽脊梁山脈からほぼ東流する江合川と鳴瀬川に挟まれた流域であって，こ

れら二河川沿いに発達する低平地と，その間に残された丘陵地からなる。 

図3-1に示すように，調査地付近の地形は以下のように大別される。 

 

図3-1 調査地周辺の地形区分 

（（独）産業技術総合研究所地質調査総合センター，地域地質研究報告5万分の1地質図幅「古川地域の地質」昭和56年，より引用） 

 

図3-1に示されるように，調査地は鳴瀬川の左岸側の大崎低地に位置し，北西から南東に伸長

する青木原台地の末端部付近にある。 

大崎低地の高さは中央部で標高15～30mで，河川の上流沿岸でも標高80m以下である。低地主

面は自然堤防の部分でやや高まるが，比高は1m前後できわめて緩起伏である。 

なお，調査地は水田による土地利用がなされている。 

 

 

(2) 地質概要 

調査地の周辺は，大崎市古川を中心とする盆状構造の南縁部と北縁部によって構成されてい

る。北西部の青木原台地を構成するのは第四紀更新世に属する池月凝灰岩や下山里凝灰岩・荷

坂凝灰岩および柳沢凝灰岩で，新第三紀鮮新世の小野田層を不整合に覆っている。これらの地

層は南東に傾斜し，沖積平野下に没している。 

調査地点には，第四紀完新世の砂や泥からなる自然堤防堆積物や泥および泥炭からなる後背

湿地堆積物が分布している。 

図3-2に調査地付近の地質図を示す。 

Ⅰ．陣ヶ森山地 

Ⅱ．青木原台地 

Ⅲ．清滝丘陵地 

Ⅳ．三本木丘陵地 

Ⅴ．加美丘陵地 

a.王城寺段丘地 

b.小野田段丘地 

c.大衡段丘地 

Ⅵ．大崎低地 

調査地 
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図3-2 調査地周辺の地質図(S=1:50,000) 

（（独）産業技術総合研究所地質調査総合センター，地域地質研究報告5万分の1地質図幅「古川地域の地質」昭和56年，より引用）

調査地 
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４．調査結果 
(1) 地盤状況 

各ボーリングの諸元を表4-1に示し，以下に本調査地の地盤状況を示す。なお，今回の機

械ボーリングおよび標準貫入試験結果の詳細については，巻末のボーリング柱状図に記載

した。 

 

表 4-1 各ボーリングの諸元 

孔名 
標高(m)  
EL.+m 

掘削長 

(m) 

孔内水位 

(G.L.-m)〔標高m〕 
備  考 

H22B-1 27.25 20.0 1.18 〔26.07〕 H22.7.2掘削完了 

H22B-2 27.50 46.0 2.80 〔24.70〕 H23.4.6掘削完了 

H22B-3 27.39 48.0 2.95 〔24.44〕 H23.4.6掘削完了 

 

 a. 地層構成と各層の特徴 

機械ボーリング結果より，調査地では新第三紀鮮新世の小野田層に属する凝灰質砂岩と

礫岩が当地域の工学的基盤として分布し，その上位に第四紀更新世の礫混じり砂や固結シ

ルトおよび砂礫が 12.1～13.3m 程度の層厚で分布し，最上位に第四紀完新世のシルトや砂

および砂礫からなる沖積層が 20.8～21.9m の層厚をもって分布している。 

調査地で確認された地層の概要を以下に記す。 

 

① 第四紀完新世：沖積層（Ac1～Ag2） 

沖積層は，上部に粘土・シルトを主とする粘性土（Ac1～Ac2）と細砂～礫混じり砂か

らなる砂質土（As1～As3）がGL.-10.50～-13.00mまで分布し，その下部に礫・砂混じり

礫からなる砂礫層（Ag1，Ag2）が分布している。 

上部に分布する粘性土（Ac1～Ac2）や砂質土（As1～As3）は，軟質であり未固結状を

呈していて，いわゆる軟弱地盤に相当するものである。Ｎ値は，粘性土（Ac1～Ac2）で

Ｎ＝1～4程度，砂質土（As1～As3）でＮ＝1～15程度を示す。 

下部に分布する砂礫層（Ag1，Ag2）は，礫の混入割合や締まり具合によって2層に区分

され，上部Ag1層のＮ値はＮ＝19～44を示し，下部Ag2層のＮ値はＮ＝50以上を示してい

る。 

② 第四紀更新世：洪積層（Ds，Dc，Dg） 

洪積層は，上部から礫混り砂（Ds），固結シルト（Dc），砂礫（Dg）が分布し，全体的

な層厚は12.1～13.3m程度ある。 
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礫混り砂（Ds）は，層厚1.90～3.20m程度あり，火山灰質でφ5～10mm程度の安山岩質

の礫と浮石粒を含み，Ｎ値は概ね50以上を示す。 

固結シルト（Dc）は，層厚1.00～1.20m程度あり，少量の砂分を含んでいて硬く固結し

指圧でくぼまない。Ｎ値はＮ＝11～16を示す。 

砂礫（Dg）は，層厚7.30～9.30m程度あり，φ10～50mm程度の亜円～亜角礫を50～60%

含有し，最大礫径は80mmのものもある。基質（マトリックス）は中～粗砂からなる。 

Ｎ値は50以上を占め箇所がほとんどである。 

 

③ 新第三紀鮮新世：小野田層（Os，Og） 

当地の工学的基盤である小野田層に相当するもので，上部より凝灰質砂岩（Os）と礫

岩（Og）からなる。 

凝灰質砂岩（Os）は，層厚7.70～8.40m程度あり，石英砂に富む粗粒砂岩を主体とし，

浮石粒を少量混入する。若干固結度が低く，指圧で容易に崩せる。Ｎ値はＮ＝35～115

とかなりのバラツキが認められる。 

礫岩（Og）は，層厚5.45m以上あり，一部固結状となっているものの低固結であり砂礫

状に採取されるが，礫の混入が多くかつ安山岩質のものが多いため締まりはきわめて良

好である。基質（マトリックス）は石英砂に富む粗砂である。Ｎ値はＮ＝88～250とバラ

ツキが認められる。 

 

以上，本調査地で確認した地層を整理して表4-2に，図4-1～4-3に地質推定断面図を示す。 
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表 4-2 調査地の地層層序 

地層名
地層
記号

主な地質
層厚
（m）

Ｎ値
（平均）

S波速度
Vs(km/s)

性　状

Ac1
粘土

シルト
5.00～5.90

1～4
（1.3）

0.07
最上部は黒褐色を呈す耕作土。
以深は未分解の有機物を混入する粘性土からなる。

As1
礫混り粗砂

細砂
0.05～2.05

7～15
（11.0）

-
Ac1層中に挟在する。B-1孔では2m程の層厚を有すも，
他の地点では0.3m以下である。

As2
細砂

礫混り砂
0.40～4.30

1～12
（6.0）

0.19
混入する礫は径5～25mm程の亜円～亜角礫からなる。
下部は浮石粒の混入が認められる。

Ac2
粘土

シルト
0.95～3.60

1～4
（2.0）

有機物を混入し，所々に砂分を含む。
粘性強い。

As3 礫混り砂 0.60～2.25
8～14

（9.8）
径10～20mm程の安山岩礫および浮石粒を混入する。
砂分は中粒で，礫の混入にバラツキが認められる。

Ag1 5.0～8.10
19～44

（30.5）
0.27

Ag2 1.80～3.90 50 0.39

Ds 礫混り砂 1.90～3.20 50 0.39
全体に凝灰質で浮石粒を混入する。砂分は中粒。
固結を呈し，コアは指圧では崩せない。

Dc 固結シルト 1.00～1.20
11～16

（13.5）
0.18

硬く固結し，指圧で凹まない。
含水少位で少量の砂分を含む。

Dg 砂礫 7.90～9.30 50
0.42～
0.61

径10～50mm程の角～亜円礫を主体とする。礫は最大で径80
mm程度である。礫種は凝灰岩および安山岩質で，マトリックス
は中～粗砂状である。

Os 凝灰質砂岩 7.70～8.40
35～115
（65.0）

石英砂に富む粗粒砂岩を主体に浮石粒を少量混入する。
低固結であり，指圧で容易に崩れ砂状となる。

Og 礫岩 5.45～
88～250

（121.8）

一部固結を呈すも低固結のため，砂礫状で採取される。混入
する礫は安山岩質を主体とする。マトリックスは石英砂に富む
粗砂である。

※1 Ｎ値は土砂部で50，岩盤部で300を上限とする。

※2 層境界部における過小値は除外する。

地質
年代

完
新
世

更
新
世

沖積層

洪積層

0.11

小野田層

砂礫
径10～50mm程の亜円～亜角礫を主体とする。礫種は凝灰岩
および安山岩質である。礫量は30～60%で，マトリックスは中～
粗砂からなる。締まり具合の程度によりAg1とAg2に区分した。

第
四
紀

新
第
三
紀

鮮
新
世

0.51

※1

※2
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図4-1 地質推定断面図（Ａ-Ａ’断面，縮尺 縦1/300 横1/600）  
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図 4-2 地質推定断面図（Ｂ-Ｂ’断面，縮尺 縦1/300 横1/600）  
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 図 4-3 地質推定断面図（Ｃ-Ｃ’断面，縮尺 縦1/300 横1/600）  
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 b. 地下水位について 

ボーリング掘削中の孔内水位は，無水掘削により確認した水位（初期水位）と，掘削完了後の水位

（最終水位）を表4-3に示す。 

 

表4-3 ボーリング掘削中の孔内水位 

ボーリング

孔番号 

掘進深度

(m) 

孔内水位(GL.-m)  

（〔〕内標高m） 
水位が確認された地点の地層（土質・地質） 

初期水位 掘削完了後水位 

H22B-1 20.00 
0.80 

〔26.45〕 

1.18 

〔26.07〕 
沖積粘性土1：Ac1（腐植物混じり粘土～粘土） 

H22B-2 46.00 
1.10 

〔26.40〕 

2.80 

〔24.70〕 
沖積粘性土1：Ac1（シルト） 

H22B-3 48.00 
0.32 

〔27.07〕 

2.95 

 〔24.44〕 

沖積粘性土：Ac1（シルト）～ 

沖積砂質土1:As1（細砂） 

 

表 4-3 に示すように，各孔の孔内水位は比較的浅い深度に位置し，沖積粘性土 1（Ac1）層（粘土

～シルト）もしくは沖積砂質土1（As1）層（礫混じり粗砂～細砂）中にある。 

掘削の進行に伴って孔内水位の変動がみられたが，極端に変化することはなく，特徴としては深部

の砂礫層（Ag1 や Ag2）掘削中に若干の水位上昇が認められる程度であった。このことから，当地で

は地下水を豊富に賦存しているものと考えられる。 
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 (2) 標準貫入試験結果 

標準貫入試験結果を表4-4に，図4-4～4-5にＮ値のヒストグラムを示す。 

実測の結果は巻末柱状図に併記する。 

 

表4-4 各層の標準貫入試験結果 

データ範囲 平均 個数 標準偏差

沖積粘性土1 Ac1 0～4 1.3 12 1.3

沖積砂質土1 As1 7～15 11.0 2 5.7

沖積砂質土2 As2 1～12 6.0 7 3.4

沖積粘性土2 Ac2 1～4 2.0 7 1.0

沖積砂質土3 As3 8～14 9.8 4 2.9

沖積礫質土1 Ag1 19～44 30.5 19 8.0

沖積礫質土2 Ag2 50 50.0 10 0.0

洪積砂質土 Ds 50 50.0 5 0.0

洪積粘性土 Dc 11～16 13.5 2 3.5

洪積礫質土 Dg 15～50 47.8 18 8.2

小野田層砂岩 Os 35～115 65.0 16 25.4

小野田層礫岩 Og 88～250 121.8 12 48.4

地層名
全体

記号

 

※Ｎ値＞50の値は換算N値。 

※平均Ｎ値は小数点第二位以下切り捨て 

 

表4-4に示すうち，未固結土砂は実測Ｎ値（最大50）で評価し，岩盤は換算Ｎ値（最大300）と

する。 

また，換算Ｎ値は次式により求める。 

＜換算Ｎ値の求め方（Ｎ＞50の場合）＞ 

換算Ｎ値＝（実測Ｎ値×30）/（50回打撃による貫入量） 

※ 最大値を300とする （地盤調査の方法と解説p270：(社)地盤工学会） 
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図4-4 Ｎ値の頻度分布図（その1/2）（Ac1,As1,As2,Ac2,As3,Ag1）    
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図4-5 Ｎ値の頻度分布図（その2/2）（Ag2,Ds,Dc,Dg,Os,Og）    
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(3) 孔内水平載荷試験結果 

孔内水平載荷試験は，H22B-3孔の深度4.5mおよび7.5mを中心とする箇所の2箇所で実施した。 

試験結果を表4-5に，図4-6にＮ値と変形係数との関係図に今回の結果をプロットして示す。 

なお，結果の詳細は「孔内水平載荷試験データ」として巻末に添付した。 

 

表4-5 孔内水平載荷試験結果一覧 

地点 

試験 

深度 

(GL-m) 

地層 

（記号） 
土質・地質 

降伏圧 

Py 

kN/m2 

変形係数 

Em 

(kN/m2） 

Ｎ値 
変形係数Em 

とＮ値の関係 

H22B-3 

4.5 
沖積粘性土1 

(Ac1) 
シルト 137.91 2,050 2 Em=1,025・Ｎ 

7.5 
沖積砂質土2 

(As2) 

シルト混じり

細砂 
49.67 1,146 5 Em=229・Ｎ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4-6 孔内載荷試験より得られた変形係数とＮ値との関係 

（(社)地盤工学会「地盤調査の方法と解説」平成16年, P.324一部加筆して引用） 

 

「地盤調査法」（地盤工学会P254）には，一般にＥbとＮ値には，地盤材料に関わらずＥ＝700Ｎ kN/m2

という関係が近似的に成立するとされているが，今回の試験値は近似しているもののバラツキのある

結果が得られている。 
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 (4) PS検層結果 

PS検層は，H22B-1孔の46m間において1m毎に実施した。 

表4-6に地層毎のPS検層結果の一覧を示し，図4-7にPS検層解析柱状図を示す。また，図4-8に

土質別のＰ波速度・Ｓ波速度・ポアソン比を示す。 

 

表4-6  ＰＳ検層解析結果 

深度 

(G.L-m) 

地質

時代
地層名 

地層 

記号 
P波速度（km/s） S波速度（km/s） ポアソン比 

3.0 

第 

四 

紀 

完 

新 

世 

沖積粘性土1 Ac1 

0.32 

0.07 

0.475 

5.0 
1.28 0.499 

7.0 
沖積砂質土2 As2 1.28 0.19 0.489 

9.85 
沖積粘性土2 Ac2 

1.28 0.11 0.496 

11.0 
沖積砂質土3 As3 

19.0 
沖積礫質土1 Ag1 1.57 0.27 0.485 

20.8 
沖積礫質土2 Ag2 1.57 0.39 0.467 

23.0 
第 

四 

紀 

更 

新 

世 

洪積砂質土 Ds 1.57 0.39 0.467 

25.0 
洪積粘性土 Dc 1.57 0.18 0.493 

28.0 
洪積礫質土 Dg 1.66 

0.42 0.466 

33.0 
0.61 0.422 

46.0 

新 

第 

三 

紀 

鮮 

新 

世 

小野田層 

凝灰質砂岩～礫岩 
Os～Og 1.66 0.51 0.448 
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図 4-7 H22B-2 孔 PS 検層解析柱状図 
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図4-8  土質別のＰ波速度・Ｓ波速度・ポアソン比 

（土質工学会，土質基礎ライブラリー「土と基礎の物理探査」P.40より引用） 

 

図4-8に土質別のP波速度とS波速度およびポアソン比の一般値を示す。 

これに今回のPS検層で得られた結果を当てはめてみると，P波速度およびS波速度とも一般値の範

囲内にあるとみられる。 

0.69km/s

0.19 km/s 

0.34

0.32～1.28 km/s 

1.28 km/s

1.57 km/s0.27～0.39 km/s

0.07～0.11 km/s

0.489

0.39 km/s 1.57 km/s0.18 km/s

1.57 km/s 0.493

0.485

0.475～0.499 

0.467

0.42～0.61 km/s 1.66 km/s

0.422～0.468 

1.66 km/s 0.4480.51 km/s
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 (5) 常時微動測定結果 

  a.測定記録 

常時微動測定は，ボーリングH23B-3孔を利用し，地表2点，地中2点で実施した。 

解析条件を表4-7に示す。 

地表用5秒計での測定記録については、サンプリング間隔0.01秒で収録した記録をサンプリング

間隔0.02秒の記録に変換してから解析を行った。 

 

表4-7  解析条件 

 

 

 

 

 

 

 

解析は地表用1秒計、地中用1秒計及び地表用5秒計それぞれ2区間で行った。 

これらの記録の最大振幅及び平均振幅の解析区間毎の値及び2区間の平均値を表4-8に示し，解析

に用いた測定記録を図4-9及び図4-10に示す。 

 

表4-8  常時微動の最大振幅及び平均振幅 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

微動計

サンプリング間隔 0.01 秒 0.02 秒

データ数 2,048 2,048

解析区間長 20.48 秒 40.96 秒

解析区間数 2 2

地表用1秒計，
地中用1秒計

地表用5秒計

1 2 1 2

南北(NS) 10.71 8.22 9.46 2.71 1.89 2.30

東西(EW) 13.81 8.91 11.36 3.23 2.08 2.66

上下動(UD) 6.85 5.15 6.00 1.39 1.08 1.24

南北(NS) 1.95 1.96 1.96 0.49 0.43 0.46

東西(EW) 2.30 1.63 1.96 0.49 0.39 0.44

上下動(UD) 2.93 2.21 2.57 0.63 0.54 0.58

南北(NS) 8.66 10.73 9.70 2.32 3.07 2.69

東西(EW) 10.80 12.79 11.80 2.83 3.11 2.97

上下動(UD) 6.72 11.82 9.27 1.41 2.17 1.79

南北(NS) 1.40 1.38 1.39 0.29 0.27 0.28

東西(EW) 1.58 1.51 1.54 0.33 0.33 0.33

上下動(UD) 2.33 2.93 2.63 0.53 0.60 0.56

南北(NS) 9.00 13.92 11.46 2.18 2.92 2.55

東西(EW) 7.77 12.59 10.18 1.74 2.86 2.30

上下動(UD) 4.79 6.59 5.69 1.13 1.27 1.20

水平動

水平動

水平動

水平動

水平動
地表

地中
(GL-45m)

5秒計 地表

1秒計

地表

平均

最大振幅 平均振幅

(μm/s) (μm/s)

地中
(GL-20m)

成分微動計 測定点
解析区間

平均
解析区間
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表4-8および図4-9，図4-10によれば， 

(a) 地表での1秒計の最大振幅は， 

水平動成分で8.2～13.8μm/s，上下動成分で5.2～11.8μm/s 

平均振幅は， 

水平動成分で1.9～3.2μm/s，上下動成分で1.1～2.2μm/sを示す。 

(b) 地中(GL-20m)での1秒計の最大振幅は， 

水平動成分で1.6～2.3μm/s，上下動成分で2.2～2.9μm/s 

平均振幅は， 

水平動成分で0.4～0.5μm/s，び上下動成分で0.5～0.6μm/sを示す。 

(c) 地中(GL-45m)での1秒計の最大振幅は， 

水平動成分で1.4～1.6μm/s，上下動成分で2.3～2.9μm/s 

平均振幅は 

水平動成分で0.3μm/s及び上下動成分で0.5～0.6μm/sを示す。 

(d) 地表での5秒計の最大振幅は， 

水平動成分で7.8～13.9μm/s，上下動成分で4.8～6.6μm/s 

平均振幅は， 

水平動成分で1.7～2.9μm/s及び上下動成分で1.1～1.3μm/sを示す。 
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(a1)地表，地中(GL-20m) 解析区間1                (a2)地表，地中(GL-20m) 解析区間2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b1)地表，地中(GL-45m) 解析区間1                  (b2)地表，地中(GL-45m) 解析区間2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4-9  測定記録（1秒計） 
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(1)解析区間1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)解析区間2 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4-10  測定記録（5秒計） 

 

  b.フーリエスペクトル 

フーリエスペクトルを図4-11および図4-12に示す。 

図4-11および図4-12で黒線は各解析区間のフーリエスペクトルを、赤線は各解析区間のフーリ

エスペクトルの算術平均をとったもの（平均フーリエスペクトル）を表す。 

図4-11および図4-12の平均フーリエスペクトル（赤線）から代表的なピーク（●印）を与える

周期（図の横軸の値）を読み取りフーリエスペクトルの卓越周期一覧表として表4-9に示す。 

表4-9ではフーリエスペクトルの卓越周期を以下のように7区分した。 

① 0.087秒 

② 0.12～0.17秒 

③ 0.20～0.23秒 

④ 0.25～0.32秒 

⑤ 0.33～0.42秒 

⑥ 0.47～0.57秒 

⑦ 2.4～3.2秒 
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(a)地表，地中(GL-20m) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b)地表，地中(GL-45m) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4-11  フーリエスペクトル（1秒計）（黒線:各解析区間  赤線:平均） 
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図4-12  フーリエスペクトル（5秒計）（黒線:各解析区間  赤線:平均） 

 

表4-9  フーリエスペクトルの卓越周期一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  c.スペクトル比 

1秒計の成分毎に求めた地表と地中のフーリエスペクトルの比（スペクトル比）を図4-13に示す

（スペクトル比は増幅度を表す）。 

図4-13で黒線は各解析区間のスペクトル比を、赤線は各解析区間のスペクトル比の算術平均をと

ったもの（平均スペクトル比）を表す。平均スペクトル比（赤線）から代表的なピーク（●印）を

与える周期（図の横軸の値）およびそれらの周期での増幅度（図の縦軸の値）を読み取りスペクト

ル比の卓越周期一覧表として表4-10に示す。表4-10には該当する周期に表4-9のフーリエスペク

トルの卓越周期の区分を合わせて示す。 

これらの代表的なピークでの増幅度は、地表－地中(GL-20m)間の水平動成分で 6～14 および上下

動成分で2～5，地表－地中(GL-45m)間の水平動成分で12～15および上下動成分で9～10となる。 

微
動
計

測定点 成分

NS 0.16 0.20 0.39

EW 0.17 0.20 0.36

UD 0.16 0.23 0.30

NS 0.16 0.25 0.55

EW 0.16 0.25 0.57

UD 0.31 0.47

NS 0.087 0.20 0.38

EW 0.12 0.20 0.35

UD 0.16 0.33

NS 0.14 0.21 0.35

EW 0.14 0.20 0.33

UD 0.20 0.32 0.42

NS 0.38 3.2

EW 0.41 3.2

UD 0.21 2.4

① ③ ⑤ ⑥

0.39(赤字):最大ピークの周期

0.20(緑字):2番目に大きいピークの周期

地中
(GL-45m)

卓越周期の区分

卓越周期(s)

5
秒
計

地表

1
秒
計

② ⑦

地表

④

地中
(GL-20m)

地表
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(a)地表，地中(GL-20m) 

 

 

 

 

 

 

 

(b)地表，地中(GL-45m) 

 

 

 

 

 

 

 

図4-13  スペクトル比（黒線:各解析区間  赤線:平均） 

 

表4-10  スペクトル比の卓越周期一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

微
動
計

比の種類 成分

0.096 0.17 0.41
(6.0) (10.8) (10.6) 

0.081 0.12 0.20 0.37
(7.2) (10.1) (14.3) (12.8) 
0.080 0.15
(2.4) (5.1) 
0.089 0.10 0.19 0.44
(12.7) (12.5) (15.2) (12.7) 

0.11 0.12 0.19 0.44
(13.7) (15.3) (13.8) (12.0) 

0 .13 0.15
(9.3) (10.2) 

① ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

0.17(赤字):最大ピークの周期

0.41(緑字):2番目に大きいピークの周期

(10.8):増幅度

フーリエスペクトルの
卓越周期の区分

②

1
秒
計

地表/地中

(GL-45m)

NS

EW

UD

卓越周期(s)

地表/地中
(GL-20m)

NS

EW

UD

1
秒
計
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  d.H/Vスペクトル比 

フーリエスペクトルの水平動（NSまたはEW）成分と上下動（UD）成分の比（H/Vスペクトル）を

図4-14および図4-15に示す。 

図4-14および図4-15で黒線は各解析区間のH/Vスペクトル、及び赤線は各解析区間のH/Vスペ

クトルの算術平均をとったもの（平均H/Vスペクトル）をそれぞれ表す。平均H/Vスペクトル（赤

線）から代表的なピーク（●印）を与える周期（図の横軸の値）およびそれらの周期での増幅度（図

の縦軸の値）を読み取りH/Vスペクトルの卓越周期一覧表として表4-11に示す。表4-11には該当

する周期に表4-9のフーリエスペクトルの卓越周期の区分を合わせて示す。 

これらの代表的なピークでの地表での増幅度は1秒計で2～5及び5秒計で3～6となる。 

(a)地表，地中(GL-20m) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b)地表，地中(GL-45m) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4-15  H/Vスペクトル（1秒計）（黒線:各解析区間  赤線:平均） 
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図4-16  H/Vスペクトル（5秒計）（黒線:各解析区間  赤線:平均） 

 

 

表4-11  H/Vスペクトル比の卓越周期一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

微
動
計

測定点 成分

0.089 0.46
(2.4) (4.1) 

0.069 0.17 0.40 0.50
(3.0) (2.2) (4.2) (3 .9) 

0 .076 0.15 0.24
(1.0) (1.0) (0.9) 
0.085 0.15 0.23 0.82
(0.8) (0.8) (0.6) (1.0) 

0.20 0.46
(2.1) (4.3) 
0.20 0.46
(2.0) (4.6) 

0.13 0.34
(0.7) (0.5) 
0.14 0.33
(1.1) (0.7) 

0.47 4.6
(5.6) (2.7) 

0.46 0.62 4.6
(4.1) (4.0) (3.1) 

① ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

0.46(赤字 ):最大ピークの周期

0.50(緑字):2番目に大きいピークの周期
(4.1):増幅度

フーリエスペクトルの
卓越周期の区分

②

NS/UD

EW/UD

5
秒
計

NS/UD

EW/UD

NS/UD

EW/UD

1
秒
計

1
秒
計

卓越周期(s)

地表

地表

地表

NS/UD

EW/UD

NS/UD

EW/UD

地中

(GL-20m)

地中

(GL-45m)
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  e.地盤の卓越周期 

PS検層結果を利用してS波の重複反射理論による各層上部を基盤深度として算出した表層地盤の

固有（卓越）周期を表4-12に示し、S波の重複反射理論による増幅特性図を図4-17に示す。図4-17

の増幅特性の算出に用いた地盤のモデルを表4-13に示す。 

 

表4-12  基盤深度を変化させた時のS波の重複反射理論による表層地盤の固有周期 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4-17  S波の重複反射理論による増幅特性図 

 

 

層No.
基盤深度

(m)
層厚
(m)

S波速度
(km/s)

固有周期
(s)

1 0.0 5.0 0.07 -

2 5.0 2.0 0.19 0.29

3 7.0 4.0 0.11 0.33

4 11.0 8.0 0.27 0.47

5 19.0 4.0 0.39 0.59

6 23.0 2.0 0.18 0.63

7 25.0 3.0 0.42 0.68

8 28.0 5.0 0.61 0.71

9 33.0 13.0 0.51 0.74

10 46.0 - - 0.84

a)Q値=5.0 b)Q値=10.0 

c)Q値=15.0 
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表4-13  増幅特性の算出に用いた地盤のモデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注：Q値は減衰の程度を表す。） 

 

図4-17では代表的なピークを●印で示した。 

図4-17ではQ値により増幅度（図の縦軸の値）の違いはあるが0.48秒に大きなピークが現れて

いる。Q 値が小さくなる（減衰が大きくなる）と 0.063、0.094、0.16～0.17 及び 0.24 秒に現れて

いるピークが目立たなくなる。 

H/V スペクトルは表層地盤の増幅特性を表し H/V スペクトルの卓越周期が表層地盤の卓越周期に

相当するという考えがある。また S 波の重複反射理論による増幅特性の卓越周期は表層地盤の卓越

周期と調和的と考えられている。 

以上のことを考慮して表4-9（フーリエスペクトルの卓越周期一覧表）、表4-11（H/Vスペクトル

の卓越周期一覧表）、表 4-12（基盤深度を変化させた時の S 波の重複反射理論による表層地盤の固

有周期）および図 4-17（S 波の重複反射理論による増幅特性図）より地盤の卓越周期が次のように

なると判断した。 

(a) 表 4-9 で周期1 秒を境にした短周期側では①0.087 秒、②0.12～0.17 秒、③0.20～0.23 秒、

④0.25～0.32 秒、⑤0.33～0.42 秒及び⑥0.47～0.57 秒にフーリエスペクトルの卓越周期が

ある。 

(b) 表4-9で④0.25～0.32秒及び⑤0.33～0.42秒に現れているフーリエスペクトルの卓越周期は，

1秒計の全てで最大ピークまたは2番目に大きいピークとなっている。 

(c) 表 4-11 で 1 秒計の地表でのH/V スペクトルの卓越周期は，0.40～0.46 秒で最大ピークとな

っている。0.40～0.46秒は⑤0.33～0.42秒に一部含まれる。 

S波速度 密度

(km/s) (g/cm3)

1 0.00 ～ 0.60 2.491

2 0.60 ～ 5.00 2.541

3 5.00 ～ 6.10 2.561

4 6.10 ～ 7.00

5 7.00 ～ 7.10

6 7.10 ～ 9.85 2.512

7 9.85 ～ 10.90 2.609

8 10.90 ～ 11.00

9 11.00 ～ 19.00 0.27

10 19.00 20.80

11 20.80 23.00

12 23.00 ～ 24.00

13 24.00 ～ 25.00 2.635

14 25.00 ～ 28.00 0.42

15 28.00 ～ 32.90

16 32.90 ～ 33.00

17 33.00 ～ 40.60

18 40.60 ～ 46.00

19 46.00 ～

2.678

2.650

2.447

2.717

2.725

0.18

0.61

0.51

2.688

層No. 深度(m) Q値

5.0 10.0 20.0

0.07

0.19

0.11

0.39
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(d) 表 4-12 で第 3層上部（深度7.0m）を基盤深度としたS波の重複反射理論による表層地盤の

固有周期は，0.33秒及び第4層上部（深度11.0m）を基盤深度としたS波の重複反射理論に

よる表層地盤の固有周期は0.47 秒となっている。従って，⑤0.33～0.42 秒は第3層（深度

7.0～11.0m）付近を基盤深度とした重複反射波の周期と考えられる。また，④0.25～0.32秒

は第3層上部（深度7.0m）より浅部を基盤深度とした重複反射波の周期と考えられる。 

(e) 図 4-17 で 0.48 秒に大きなピークが現れている。0.48 秒は⑥0.47～0.57 秒に含まれるが⑤

0.33～0.42秒に近い値でもある。以上により，⑤0.33～0.42秒が周期1秒を境にした短周期

側の地盤の卓越周期であると判断した。 

(f) 表4-9で周期1秒を境にした長周期側では⑦2.4～3.2秒にのみフーリエスペクトルの卓越周

期がある。以上より，⑦2.4～3.2秒が周期1秒を境にした長周期側の地盤の卓越周期である

と判断した。 

 

以上をまとめ，調査地における地盤の卓越周期を表4-14に示す。 

表4-14  地盤の卓越周期 

 

 

 

 

 

 

 

  f.地盤種別の判定 

周期1秒を境にした短周期側の地盤の卓越周期が0.33～0.42秒なので、表4-15の地盤周期と地

盤種別との対応表から本調査地の地盤種別は「第二種」と判断できる。 

 

表4-15  耐震設計上の地盤種別 

地盤周期 Ｔg（秒） 地 盤 種 別(注1) 

Ｔg ≦ 0.2 第一種 

0.2＜Ｔg≦0.75 第二種 

0.75＜Ｔg 第三種 

（全国官報販売協同組合「2007年版 建築物の構造関係技術基準解説書」H19年8月,P.269より引用） 

 

(注1）「一種相当」地層とは，岩盤，硬質砂礫層，その他主として第三紀以前の地層によって

構成されるもの，「三種相当」地層とは，主として腐植土，泥土その他これらに類する

もので構成されている沖積層あるいは沼沢，泥海等を埋め立てた所で，埋め立てられ

てから概ね30年を経過していないもの，そして「二種相当」地層とは，「一種相当」

および「三種相当」地層以外のものをいう。

周期帯 地盤の卓越周期

周期1秒を境にした

短周期側

周期1秒を境にした

長周期側

0.33～0.42秒

2.4～3.2秒
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 (6) 室内土質試験結果 

室内土質試験は，沖積粘性土1～2（Ac1，Ac2）層の物理および力学特性を把握する目的で実施した。

試験試料は，不攪乱試料（シンウォール～デニソンサンプリング試料）を用いた。 

また，液状化判定を行うため液状化の検討対象となる沖積砂質土 1～3(As1，As2，As3)層について

ボーリングH22B-3 孔の撹乱試料を用いた粒度試験を実施し，ボーリングH22B-2 孔では常時微動の解

析に利用するため，土粒子の密度試験を層毎に攪乱試料を用いて実施した。 

表4-16～4-19に室内土質試験結果の一覧を示す。なお，室内試験の詳細は巻末の「室内土質試験デ

ータ」に示す。 

表4-16 室内土質試験結果一覧（不攪乱試料による） 

H22B-1 H22B-2 H22B-2 H22B-3 H22B-3

B1-1 T2-1 T2-2 T3-1 T3-3

3.20-4.00 2.00-2.80 7.50-8.30 4.30-5.10 9.80-10.60

腐植物混り粘土 シルト シルト シルト 粘土

Ac1 Ac1 Ac2 Ac1 Ac2

湿 潤 密 度 ρt g/cm3 1.383 1.552 1.522

乾 燥 密 度 ρd g/cm3 0.686 0.933 0.895

土粒子の密度 ρs g/cm3 2.377 2.541 2.512

自 然 含 水 比 Wn % 101.5 65.8 71.0

間 隙 比 e 2.465 1.723 1.807

飽 和 度 Sr % 97.9 97.0 98.7

% 0.0 0.0 0.0

% 4.9 5.8 3.1

% 44.3 53.8 54.9

% 50.8 40.4 42.0

最 大 粒 径 mm 2 2 2

均 等 係 数 Uc - - -

50 %  粒 径 mm 0.0044 0.0086 0.0078

10 %  粒 径 mm - - -

液 性 限 界 WL % 112.7 83.2 75.1

塑 性 限 界 WP % 43.5 29.3 31.1

塑 性 指 数 IP 69.2 53.9 44.0

Ic 0.16 0.32 0.09

地 盤 材 料 の 粘土 砂混り粘土 粘土

分 類 名 (高液性限界) (高液性限界) (高液性限界)

分 類 記 号 (CH) (CH-S) (CH)

試 験 方 法 段階載荷 段階載荷 段階載荷

圧 縮 指 数 Cc 1.11 0.68 0.67

圧密降伏応力 Pc kN/m2 91.4 176.80 127.10

一軸圧縮強さ qu kN/m2 31.5 81.7 82.4

 E50 MN/m2 0.6 2.9 2.50

試 験 条 件 Cub UU UU

c kN/m2 11.8 22.1 45.4

φ ° 23.3 10.6 0.0

c' kN/m2 0.27

φ' ° 43.2

MN/m2 8.1 14.6初期せん断剛性率

孔　番

試料番号

(深　度)

記　号

土　質

分
類

圧
密

一
　
般

砂分(0.075-2mm)

せ
ん
断

ン

シ
ー

特

性

コ

ン

シ

ス

テ
コンシステンシー

全応力

有効応力

粒
　
度

礫 分 (2-75mm)

一
軸
圧
縮

ｼﾙﾄ分(0.005-0.07mm)

粘土分(0.005mm未満)
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表4-17 粒度試験結果一覧（H22B-3孔，攪乱試料による） 

H22B-3 H22B-3 H22B-3

P3-3 P3-9 P3-12

3.15-3.45 9.15-9.45 12.15-12.45

細砂 シルト混り細砂 礫混り砂

As1 As2 As3

% 1.0 0.0 21.0

% 82.9 81.9 74.6

%

%

最 大 粒 径 mm 4.75 2 19

均 等 係 数 Uc - - 4.30

50 %  粒 径 mm 0.20 0.21 0.77

10 %  粒 径 mm - - 0.23

地 盤 材 料 の 細粒分質砂 細粒分質砂 礫質砂

分 類 名

分 類 記 号 (SF) (SF) (SG)

分
類

粘土分(0.005mm未満)

記　号

粒
　
度

礫 分 (2-75mm)

砂分(0.075-2mm)

ｼﾙﾄ分(0.005-0.07mm)
16.1 4.418.1

孔　番

試料番号

(深　度)

土　質

 

 

表4-18 土粒子の密度試験結果一覧（H22B-2孔，攪乱試料による） 

試料番号 深度 土質 記号
土粒子の密度

ρs(g/cm3)

S2-1 0.30-0.40 有機質シルト Ac1 2.491

S2-2 5.15-5.45 シルト混り細砂 As2 2.561

S2-3 6.15-6.45 礫混り砂 As2 2.678

S2-4 10.15-10.45 礫混り砂 As3 2.609

S2-5 14.15-14.45 砂礫 Ag1 2.650

S2-6 23.15-23.40 礫混り砂 Ds 2.447

S2-7 24.15-24.45 固結シルト Dc 2.635

S2-8 30.15-30.45 砂礫 Dg 2.717

S2-9 33.15-33.45 凝灰質砂岩 Os 2.688

S2-10 43.05-43.21 礫岩 Og 2.725
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鉱 物 名 密度ρs(g /cm 3) 土 質 名 密度ρs(g /cm 3)

石英 2.6 2.7 豊浦砂 2.64

長石 2.5 2.8 沖積砂質土 2.6 2.8

雲母 2.7 3.2 沖積粘性土 2.50 2.75

角閃石 2.9 3.5 洪積砂質土 2.6 2.8

輝石 2.8 3.7 洪積粘性土 2.50 2.75

磁鉄鉱 5.1 5.2 泥炭（ ピート ） 1.4 2.3

クロライト 2.6 3.0 関東ローム 2.7 3.0

イライト 2.6 2.7 まさ 土 2.6 2.8

カオリ ナイト 2.5 2.7 し らす 1.8 2.4

モンモリ ロナイト 2.0 2.4 黒ぼく 2.3 2.6

 

a.土粒子の密度（ρs） 

土粒子は無機質分と有機質分で構成され，無機質分の主な鉱物は表4-19 に示すように2.7（g/cm3）

付近の値を示す。そのうち，一般的な沖積粘性土はρs＝2.50～2.75（g/cm3）程度，沖積砂質土はρs＝

2.6～2.8(g/cm3)程度である。 

これらの数値を基本とすると，土粒子の密度から土中に含まれる重鉱物・腐植物等の有無を次のよう

に推定することができる。 

・ρs＝2.5 g/cm3未満 ―――――――――→ 腐植物や火山灰等を多く含む土 

・ρs＝2.5 ～2.8 g/cm3 ――――――――→ 普通土 

・ρs＝2.8 g/cm3 以上 ―――――――――→ 砂鉄等の重鉱物を含む土 

 

表4-20 主な鉱物の土粒子の密度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       （（社）地盤工学会「土質試験の方法と解説」H12年，P.58より引用） 

 

今回試料の試験結果では，沖積層のうち土粒子の密度は，沖積粘性土 1（Ac1）でρs＝2.377～

2.541(g/cm3)，沖積粘性土 2（Ac2）でρs＝2.512(g/cm3)であり，沖積粘性土の一般値もしくはやや小

さめの値を示す。沖積砂質土 2（As2）はρs＝2.561～2.678(g/cm3)，沖積砂質土 3（As3）はρs＝

2.609(g/cm3)を示し，沖積粘性土同様に沖積砂質土の一般値もしくは若干小さめの値を示す。沖積礫質

土1（Ag1）ではρs＝2.650(g/cm3)を示し，洪積砂質土に相当する値であった。 

一方，洪積層にあたる洪積砂質土（Ds）ではρs＝2.447(g/cm3)，洪積粘性土（Ds）はρs＝2.635(g/cm3)，

洪積礫質土はρs＝2.717(g/cm3)を示し，洪積層の一般値の範囲内にある。 

新第三紀鮮新世の小野田層の凝灰質砂岩（Os）および礫岩（Og）の土粒子の密度は，ρs＝2.688～

2.725(g/cm3)を示し，概ね一般的な範囲にある。 
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粘性土 砂質土

湿潤密度 ρt (g /cm 3) 1.2 1.8 1.6 2.0 1.6 2.0 1.2 1.5 0.8 1.3

乾燥密度 ρd (g /cm 3) 0.5 1.4 1.2 1.8 1.1 1.6 0.6 0.7 0.1 0.6

含 水 比  ｗ   (% ) 30 150 10 30 20 40 80 180 80 1200

洪積層

粘性土

関 東

ローム

高有機

質 土

沖積層

 

b. 自然含水比（Wn） 

土の含水比は，土塊を構成している土粒子・水・空気の三要素の内，水と土粒子の質量比を百分率で

表したものである。 

一般に，沖積層の自然含水比Wnは表4-21に示すように，粘性土で30～150(%)，砂質土で10～30(%)，

高有機質土で80～1,200(%)を示す。 

今回試料の含水比の結果では，沖積粘性土 1（Ac1）が Wn=65.8～101.5(%)，沖積粘性土 2（Ac2）が

Wn＝71(%)を示し，表4-21の一般的な沖積粘性土の範囲に含まれる結果であった。 

表4-21 我が国における土の密度と含水比のおおよその範囲 

 

 

 

 

 

 

（（社）地盤工学会「土質試験の方法と解説」H12年，P.151より引用）    

 

c. 粒度組成 

一般に土は，表4-22に示す大小様々な土粒子が混ざりあってできており，土粒子の粒径別の含有割

合を粒度と呼んでいる。 

表4-22 地盤材料の粒径区分と呼び名 

粒　　径　(mm)
4.75 19

粘土 シルト
細砂 中砂

0.005 0.075 0.25 0.85
粗石

（コブル）
粗砂 細礫

300

砂 礫 石

巨石

（ボルダー）

2 75

中礫 粗礫

粗　粒　分 石　分細粒分

　　　　（出典：社団法人　地盤工学会「土質試験の方法と解説」）

 

 

今回は，沖積粘性土（Ac1，Ac2）および沖積砂質土（As1，As2，As3）の合計5試料において粒度分

析を行っている。図 4-18，図 4-19 に粘性土・砂質土に分けて各層の粒径加積曲線を示し，それらの

特徴を以下に示す。 

沖積粘性土 1（Ac1）および沖積粘性土（Ac2）とも，ほぼ全体がシルトと粘土から構成され，これ

ら細粒分の含有率は94.2～96.9%を占める。地盤材料の三角座標小分類では，細粒土(F)～砂混じり細

粒土(F-S)に分類され，更に塑性図による土質分類では粘土（高液性限界）(CH)～砂混じり粘土（CH-S）

に分類される。 

沖積砂質土 1（As1）および沖積砂質土（As2）は，礫分をほとんど含まずて大半が砂分から構成さ

れている。細粒分は 15～18%程度であり，ともに細粒分質砂（SF）に分類される。また，沖積砂質土

（As3）は礫分21%，砂分75%，細粒分4%程であり，礫質砂（SG）に分類される。 
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図 4-18 沖積粘性土(Ac1，Ac2)の粒径加積曲線 

 

 

図 4-19 沖積砂質土（As1，As2，As3）の粒径加積曲線 

 

d. コンシステンシー特性 

コンシステンシー特性は，土がその層相を変えるときの限界の含水比を示すもので，細粒土において

は粗粒土の粒度特性と同様の意義を持つものである。 

ここに， 

   WL：液性限界・・・・・土が塑性状態から液状に移るときの含水比 

   Wp：塑性限界・・・・・土が塑性状態から半固体状に移るときの含水比 

      Ip：塑性指数・・・・・液性限界と塑性限界の差   Ip＝WL－Wp 

液性限界WLおよび塑性限界Wpと自然含水比Wnから次のような指標が求められ，土の状態や性質を

表すのに用いられている。 
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コンシステンシー指数  Ic＝(WL－Wn)／(WL－Wp) ＝ (WL－Wn)／Ip 

液性指数        IL＝(Wn －Wp)／(WL－Wp) ＝ (Wn －Wp)／IP 

（Wn：自然含水比または与えられた含水比(%)） 

 

コンシステンシー指数Icは細粒土の硬軟や安定の程度を表し，Ic≧1である場合は自然含水比が塑

性限界に近いかあるいはそれ以下となり比較的安定な状態にあることを意味し，Ic＝0 に近い場合は

自然含水比が液性限界に近く土を乱せば液状を呈することを示している。 

液性指数ILは相対含水比とも呼ばれ，与えられた含水比（自然含水比）における土の相対的な硬軟

を表す指数で，ゼロに近いほど土は塑性限界に近く硬い状態にあることを示し，1 に近いほど土は軟

らかい状態にあり，圧縮性は大きく，また鋭敏なことを示す。 

 

今回の試験で得られた沖積粘性土1（Ac1）と沖積粘性土2（Ac2）のコンシステンシー特性は次のと

おりである。 

○沖積粘性土1（Ac1） 

  塑性指数：Ip＝53.9～69.2 

コンシステンシー指数：Ic＝0.16～0.32 

液性指数：IL＝0.67～0.83 

以上より，当地区のAc1層は安定性および圧縮性がやや大きく不安定な粘性土であると判断 

される。 

○沖積粘性土2（Ac2） 

  塑性指数：Ip＝44.0 

コンシステンシー指数：Ic＝0.09 

液性指数：IL＝0.906 

以上より，Ac2層は圧縮性が大きい鋭敏で不安定な粘性土であると判断される。 

 

e. 湿潤密度(ρt) 

湿潤密度は,湿潤土の単位体積当たりの質量のことをいい,土の基本的性質を示す指標の一つである。

一般に,土と湿潤密度は以下のような関係がある。 

＜湿潤密度が大きい粘性土＞ 

・粗粒分を多く含む。 ・よく締まった硬い地盤である。 

＜湿潤密度が小さい粘性土＞ 

・粗粒分を含まない。 ・軟質で含水量が多い。 

・有機質もしくは有機物を多く含む。 ・火山灰質である。 

 

今回の試験で得られた沖積粘性土1（Ac1）と沖積粘性土2（Ac2）の湿潤密度は次のとおりである。 

Ac1 層の湿潤密度はρt=1.383～1.552(g/cm3)であり，前出表4-20 に示す沖積粘性土の一般値の範囲

内に含まれる。Ac2層の湿潤密度はρt=1.522(g/cm3)で，Ac1層同様に一般値の範囲内にある。 
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f. 一軸圧縮試験 

一軸圧縮試験は，一軸圧縮試験は粘性土の円柱状供試体を側方拘束のない状態で圧縮しその強度（一

軸圧縮強さ）を求めるものである。 

また，土のせん断強さ Su は一般にモール・クーロンの式で表されるが，飽和した粘性土の非排水状

態ではせん断抵抗角φ＝0となり，粘着力だけで強度が表される。この場合の非排水状態せん断強さSu

＝cは,一軸圧縮強さquの1/2となる。 

今回の試験で得られた沖積粘性土 1（Ac1）の一軸圧縮強さは qu=31.5～81.7 (kN/m2）（平均

qu=56.6kN/m2)を示す。ただし，B1-1(Ac1)の試料における一軸圧縮強さquは， T3-1・T3-2に比較する

と概ね半分以下の値であり，破壊ひずみも6%を超えていることから，試料の乱れによる強度低下に起因

すると考えられ，B1-1(Ac1)の値は除外して取り扱うことが望ましい。B1-1(Ac1)の値を除外した場合，，

粘着力は一軸圧縮強さquの1/2からｃ=40 (kN/m2）となる。 

また，Ac2層の一軸圧縮強さはqu=82.4(kN/m2)であり，粘着力は同様にしてｃ=41.2(kN/m2)となる。 

 

g. 三軸圧縮試験 

三軸圧縮試験は，粘性土の円柱状供試体に軸方向の上下方向と側圧（圧力室内の液圧）を加え，圧縮

破壊をおこさせる試験である。 

試験方法には，非圧密非排水（UU），圧密非排水（CU），圧密排水（CD）の三方法があり，今回は非圧

密非排水（UU）での試験を行った。（注；参考までに，H22B-1孔の試験では，試験中供試体に発生する間隙水圧を測

定し有効応力下でのc’，φ’を求めている） 

今回の試験で得られた沖積粘性土 1（Ac1）と沖積粘性土 2（Ac2）の三軸圧縮試験によるせん断強度

定数は以下のとおりである。 

Ac1 層の粘着力 c はｃ=11.8～22.1(kN/m2）（平均ｃ=16.9kN/m2)，内部摩擦角φはφ=10.6～23.3(°)

（平均16.9°）を示す。また，Ac2層の粘着力cはｃ=45.4(kN/m2），内部摩擦角φはφ=0.0(°)を示す。 

一軸圧縮強さから求まる粘着力と比較すると，Ac1 層では三軸圧縮の方が小さめに得られ，Ac2 層で

はほぼ同様の値が得られている。 

 

h. 圧密特性 

圧密試験は,新たに荷重が加えられたときの地層の圧縮性や圧密速度を把握するために行う試験で

ある。また,その土がこれまでに受けた最大上載圧を把握することで圧密沈下が生じやすいかを判断す

ることを主な目的としている。 

今回の圧密試験結果をまとめ，図 4-20 に間隙比 e と圧密応力 logP の関係を，図 4-21 に圧密係数

logCvと平均圧密応力logP
－

の関係として示す。 

一般に,圧密試験で求められる圧密降伏応力 Pc と現在の有効土被り圧σ’には次のような関係があ

り,粘性土の応力履歴を知ることができる。 

①Pc＞σ’の状態で過圧密地盤， 

②Pc≒σ’の状態で正規圧密地盤， 

③Pc＜σ’の状態で圧密未了地盤 
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今回圧密試験を実施した沖積粘性土1（Ac1）と沖積粘性土2（Ac2）の圧密降伏応力は，Ac1層がPc

＝91.4～176.8 (kN/m2)，Ac2 層が Pc＝127.10 (kN/m2)であり，それに対して試験深度における有効土

被り圧はAc1層がσ’＝21.8～23.3(N/m2)，Ac2層がσ’＝51.1(N/m2)であった。 

上述の応力履歴の関係に当てはめるとAc1およびAc2層とも，「①Pc＞σ’の状態」を示す過圧密地

盤状態にあるが，一般的な沖積粘性土層としてはかなり過圧密状態にあるといえる。 

過圧密状態が大きいことの理由としては，過去に上載圧の変化があった（例えば土石流などの堆積

が加えられた後，河川による再開析を受け，地下水位が極端に低下した等）可能性や，長い堆積環境

下での物理化学的な作用により，土粒子間のセメンテーションが発達してそのような性質を示した場

合または砂層の挟有や砂分の含有が多くて圧密が早急に促進された場合の「疑似過圧密粘土」に相当

するものと想定される。 

なお，沖積粘性土1（Ac1）層の圧縮指数（Cc）はCc＝0.68～1.11程度であり，沖積粘性土2（Ac2）

層の圧縮指数（Cc）はCc＝0.67とほぼ同様の値を示す。 

 

図4-20 沖積粘性土1(Ac1)と沖積粘性土2(Ac2)のe-logP曲線 

 

 

図4-21 沖積粘性土1(Ac1)と沖積粘性土2(Ac2)のlogCv-logP
－

曲線 
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 i. 地盤材料の変形特性を求めるための繰返し三軸試験 

変形特性を求めるための繰返し試験は,構造物系の地震荷重・交通荷重・機械荷重などに対する数値

解析に必要となる「比較的小さいひずみレベルでの繰返し載荷のもとでの地盤材料の変形特性」を求

めることにある。 

試験は，ボーリングH22B-2孔の沖積粘性土1（Ac1：T2-1試料，深度2.20～2.80m）と沖積粘性土2

（Ac2，T2-2試料，深度7.50～8.30m）を対象として行った。 

沖積粘性土1 の試験結果を表4-23 および図4-22 に，沖積粘性土2 の試験結果を表4-24 および図

4-23に示す。 

 

表4-23 沖積粘性土1の地盤材料の変形特性を求めるための繰返し三軸試験結果一覧 

 

 

 

図4-22 沖積粘性土1の地盤材料の変形特性を求めるための繰返し三軸試験による（γa）SA-Geq-h曲線 
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表4-24 沖積粘性土2の地盤材料の変形特性を求めるための繰返し三軸試験結果一覧 

 

 

 

図4-23 沖積粘性土2の繰返し三軸試験による（γa）SA-Geq-h曲線 

 

以上の結果，本試料における初期せん断剛性率は以下のように設定される。 

 

表4-25 沖積粘性土1（Ac1）と沖積粘性土2（Ac2）の初期せん断剛性率 

地層名 沖積粘性土1（Ac1） 沖積粘性土2（Ac2） 

初期せん断剛性率

(MN/m2) 
8.1 14.6 
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５．考  察 

(1) 設計用地盤定数の提案 

今回の調査結果をもとに，調査地に分布する各地層の設計用地盤定数を以下に提案する。 

 

表5-1  設計用地盤定数一覧 

地 

質 

時 

代 

地

層

名

地 

質 

記 
号 

主な土質 

・地質 

代表 

Ｎ値 

単位体

積重量

γt 

（kN/m3)

せん断強度 
変形係数 

Eb 

(MN/m2) 
粘着力 

ｃ(kN/m2)

せん断 

抵抗角 

φ（°） 

第 

四 

紀 

完 

新 

世 

沖

積

層

Ac1 粘土，シルト 1 14 22 10 2.0 

As1
礫混り粗砂 

～細砂 
11 18 0 29 7.7 

As2
細砂～ 

礫混り砂 
6 17 0 25 1.1 

Ac2 粘土，シルト 2 15 45 0 1.4 

As3 礫混り砂 9 17 0 28 6.3 

Ag1
砂礫 

30 19 0 39 21 

Ag2 50 20 0 45 35 

更 

新 

世 

洪

積

層

Ds 礫混り砂 50 19 0 45 35 

Dc 固結シルト 13 18 78 0 9.1 

Dg 砂礫 50 20 0 45 35 

新
第
三
紀 

鮮
新
世 

小
野
田
層 

Os 凝灰質砂岩 65 19 59 38 47 

Og 礫岩 120 20 72 39 72 

 

以下に，各地層の地盤定数の設定方法を示す。 

a. 代表Ｎ値 

・土砂部の代表Ｎ値は実測Ｎ値の平均値を設定する（最大値Ｎ値を50とする）。 

・岩盤部の代表Ｎ値は換算Ｎ値の平均値を設定する。 

 

b. 単位体積重量（γt） 

土砂部は，表5-3の土質定数表を参考とし，ノギス法による湿潤密度試験を行った粘性土(Ac1，

Ac2)は土質試験値を採用する。また，岩盤部は，図5-1 のＮ値と単体積重量の関係図を参考とし

て設定する。 
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表5-2 単位体積重量γt（kN/m3）の設定値 

地層名 土質・地質 
地質 

記号 

単位体積 

重量 

γt(kN/m3)

設定の根拠 

沖積層 

粘土，シルト Ac1 14 土質試験値より 

礫混り粗砂～細砂 As1 18 表5-3「自然地盤・砂質土・中間値」 

細砂～礫混り砂 As2 17 表5-3「自然地盤・砂質土・密実でないもの」 

粘土，シルト Ac2 15 土質試験値より 

礫混り砂 As3 17 表5-3「自然地盤・砂質土・密実でないもの」 

砂礫 Ag1 19 表5-3「自然地盤・礫・中間値」 

砂礫 Ag2 20 表5-3「自然地盤・礫・密実なもの」 

洪積層 

礫混り砂 Ds 19 表5-3「自然地盤・砂質土・密実なもの」 

固結シルト Dc 18 表5-3「自然地盤・粘性土・固いもの」 

砂礫 Dg 20 表5-3「自然地盤・礫・密実なもの」より 

小野田層 

凝灰質砂岩 Os 19 図5-1 岩盤の単位体積重量の測定例より 

礫岩 Og 20 図5-1 岩盤の単位体積重量の測定例より 

※図5-1の計算式により求めた場合は小数点以下四捨五入とした。 
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表5-3 土質定数表 

 

種 類 状  態 

単位体 

積重量 

せん断

抵抗角
粘着力 日本統一 

分類記号 
(kN/m3) (°) (kN/m2) 

盛 

土 

砂利混じり砂 締め固めたもの 20 40 0 ｛Ｇ｝ 

砂 

締め固

めたも
の 

粒度の良いもの 20 35 0 

｛Ｓ｝ 

粒度の悪いもの 19 30 0 

砂質土 締め固めたもの 19 25 30以下 ｛ＳＦ｝ 

粘性土 締め固めたもの 18 15 50以下 ｛Ｍ｝｛Ｃ｝ 

関東ローム 締め固めたもの 14 20 10 ｛Ｖ｝ 

 

自 

然 

地 

盤 

礫 

密実なものまたは粒度の良いもの 20 40 0 

｛Ｇ｝ 

密実でないものまたは粒度の悪いもの 18 35 0 

礫混じり砂 

密実なもの 21 40 0 

｛Ｇ｝ 

密実でないもの 19 35 0 

砂 

密実なものまたは粒度の良いもの 20 35 0 

｛Ｓ｝ 

密実でないものまたは粒度の悪いもの 18 30 0 

砂質土 

密実なもの 19 30 3以下 

｛ＳＦ｝ 

密実でないもの 17 25 0 

粘性土 

固いもの（指で強く押し多少凹む 
 Ｎ=8～15） 

18 25 50以下 

｛Ｍ｝｛Ｃ｝ 
やや軟いもの（指の中程度の力で貫入する
Ｎ=4～8） 

17 20 30以下 

軟いもの（指が容易に貫入するＮ=2～4） 16 15 15以下 

粘土および 

シルト 

固いもの（指で強く押し多少凹む 
 Ｎ=8～15） 

17 20 50以下 

｛Ｍ｝｛Ｃ｝ 
やや軟いもの（指の中程度の力で貫入する
Ｎ=4～8） 

16 15 30以下 

軟いもの（指が容易に貫入するＮ=2～4）  14 10 15以下 

関東ローム  14 5(φu) 30以下 ｛Ｖ｝ 

（東日本・中日本・西日本高速道路㈱「設計要領第一集 土工編」平成18年7月,P1-44より引用） 
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  図5-1 岩盤の単位体積重量の測定例 

（東日本・中日本・西日本高速道路㈱「設計要領第二集 橋梁建設編」平成18年5月,P4-8より引用） 

 

 

c. せん断強度定数（粘着力c，せん断抵抗角φ） 

       ○砂質土，礫質土の場合 

粘着力をｃ=0とし，せん断抵抗角φを次式により求める。 

     φ＝       ＋15 （建築基礎構造設計指針P113：平成13年日本建築学会） 

φ : せん断抵抗角（°），Ｎ : 代表Ｎ値 

       ○粘性土 

        三軸圧縮試験を実施している層（Ac1，Ac2）は試験値を採用する。 

        試験を実施していない層は，φ=0とし，粘着力ｃは次式により求める。 

qu=12.3Ｎ～13.1Ｎ≒12.5Ｎ（地盤調査の方法と解説P267：(社)地盤工学会） 

より c＝qu/2=6.25Ｎ ≒ 6Ｎ 

ｃ：粘着力（kN/m2），qu：一軸圧縮強さ（kN/m2），Ｎ：Ｎ値（代表Ｎ値） 

       ○岩盤の場合 

表5-4に示されるＮ値とせん断強度の関係図および相関式により求めることとする。 

N20
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   表5-4 換算Ｎ値による場合の測定例での相関式 

 

 

 

 

 

 

 

 

（東日本・中日本・西日本高速道路㈱「設計要領第二集 橋梁建設編」平成18年5月,P4-11より引用） 

 

以上より本調査地における各層のせん断強度定数を表5-5に示す。 

 

             表5-5 せん断強度定数の設定値 

地層名 土質・地質 
地質

記号

せん断強度 

設定の根拠 粘着力 

ｃ(kN/㎡)

せん断

抵抗角

φ(°) 

沖積層 

粘土，シルト Ac1 22 10 T3-1三軸圧縮試験値より 

礫混り粗砂～細砂 As1 0 29 φ= N20 +15(°)より 

細砂～礫混り砂 As2 0 25 φ= N20 +15(°)より 

粘土，シルト Ac2 45 0 T3-2三軸圧縮試験値より 

礫混り砂 As3 0 28 φ= N20 +15(°)より 

砂礫 Ag1 0 39 φ= N20 +15(°)より 

砂礫 Ag2 0 45 φ= N20 +15(°)より 

洪積層 

礫混り砂 Ds 0 45 φ= N20 +15(°)より 

固結シルト Dc 78 0 ｃ=6・Ｎより 

砂礫 Dg 0 45 φ= N20 +15(°)より 

小野田層

凝灰質砂岩 Os 59 38 表5-4より 

礫岩 Og 72 39 表5-4より 

※表中の数値は小数点以下切り捨て 
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d. 変形係数（Ｅb） 

○土砂部 

孔内水平載荷試験を行っている場合は試験値を採用する。 

試験を行っていない場合は，Ｎ値と変形係数Ｅの相関式（Eb=0.7Ｎ）より求める。 

○岩盤部 

 図5-2の換算Ｎ値と変形係数の相関図，相関式より求める。 

 
  図5-2 換算Ｎ値と変形係数の相関図，相関式 

（東日本・中日本・西日本高速道路㈱「設計要領第二集 橋梁建設編」平成18年5月,P4-14より引用） 

 

  表5-6 変形係数Ｅb（kN/m2）の設定値 

地層名 土質・地質 
地質 

記号 

変形係数 

Eb(MN/m2) 
設定の根拠 

沖積層 

粘土，シルト Ac1 2.0 孔内水平載荷試験値より 

礫混り粗砂～細砂 As1 7.7 Eb=0.7・Ｎより 

細砂～礫混り砂 As2 1.1 孔内水平載荷試験値より 

粘土，シルト Ac2 1.4 Eb=0.7・Ｎより 

礫混り砂 As3 6.3 Eb=0.7・Ｎより 

砂礫 Ag1 21 Eb=0.7・Ｎより 

砂礫 Ag2 35 Eb=0.7・Ｎより 

洪積層 

礫混り砂 Ds 35 Eb=0.7・Ｎより 

固結シルト Dc 9.1 Eb=0.7・Ｎより 

砂礫 Dg 35 Eb=0.7・Ｎより 

小野田層 
凝灰質砂岩 Os 47 図5-2より 

礫岩 Og 72 図5-2より 
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(2) 液状化の検討 

a. 液状化の検討地盤 

「建築基礎構造設計指針4.5節」では，液状化判定を行う必要がある地盤は，一般に地表

面から20m程度以浅の飽和砂質土層で，考慮すべき土の種類は細粒分含有率が35％以下の土

とされている。また，細粒分含有率が 35%以上であっても粘土分含有率が 10%以下，または

塑性指数が15以下の低塑性のシルト層は液状化の検討を行ったほうがよいとされている。 

当該地地盤で20m程度以浅の飽和砂質土層（細粒分含有率が35％以下の土）となる液状化

検討対象層は，沖積砂質土1層（As1）および沖積砂質土2層（As2），沖積砂質土3層（As3）

であり，この3層を液状化検討地盤とする。 

 

b. 液状化の検討方法 

「建築基礎構造設計指針4.5 節」では，図5-3～図 5-5 を用い，以下の計算式で液状化に対す

る安全性を評価する。 

なお，液状化判定時の地表面水平加速度は，損傷限界検討用としてαmax＝150，350，400galを

採用し，マグニチュードは8と仮定した。 

 

＜液状化検討式＞ 

 

 

 
 

FL：液状化発生に関する安全率 

τl／σ’z：図-1において限界ひずみ曲線5％を用いて補正N値（Na）に対応する 

液状化抵抗比（＝R）として求める。 

τd：水平面に生じる等価な一定せん断応力振幅（kPa） 

σ’
z：検討深さにおける有効土被り圧 

rn：等価繰返し回数に関する補正係数で0.1（M－1） Mはマグニチュード（8と仮定） 

αmax：地表面における設計用水平加速度（㎝/s2）（150,350,400と仮定） 

g：重力加速度（980㎝/s2） 

σz：検討深さにおける全土被り圧（鉛直全応力）（kPa） 

rd：地盤が剛体でないことによる低減係数（zはメートル単位の地表面からの検討深さ） 

N1：換算N値  

⊿Nf：細粒分含有率Fcに応じた補正N値増分 

CN：拘束圧に関する換算係数 

 

地盤の液状化の恐れがないことの判定条件として，以下のことを確認するとされる。 

●最大加速度150gal以上に対して，次の(a)を満足すること 

●最大加速度350gal以上に対して，次の(a)，(b)，(c)のいずれかを満足すること 

(a) 液状化発生の可能性がないこと 

液状化発生の可能性の判定は，「建築基礎構造設計指針4.5節」に従い指標値（Fl値）

を算定した上で，Fl値が1を超えると液状化発生の可能性がないと，Fl値が1以下の場

合には液状化発生の可能性があると，それぞれ判断される。 
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(b) 液状化の程度が軽微な範囲に収まること 

「建築基礎構造設計指針 4.5 節」に，液状化に伴う予測地盤変位量の概算値（Dcy）

と液状化の程度の関係が，表5-7のようにまとめられている。表5-7に従い，Dcyが5cm

以下の場合には液状化の程度が軽微であると判断される。 

 

表5-7 地盤変位略算値（Dcy）と液状化の程度の関係 

Dcy（cm） 液状化の程度 

0 なし 

5以下 軽微 

5を超え10以下 小 

10を超え20以下 中 

20を超え40以下 大 

40を超える 甚大 

（全国官報販売協同組合「2007年版 建築物の構造関係技術基準解説書」H19年8月,P.439より引用） 

(c) 液状化による危険度が低いこと 

   液状化による影響度を示す指標（PL値）に基づいて判定する方法である。 

PL値は，Fl値を用いて，下式により算定される。なお，この時Flが1以下の層のみを

算定の対象とする。 

 

PL値＝ 

 

ここで，z は帳面からの深さ(m)，W(z)は深さに対する重み関数で，W(z)=10-0.5z を

用いる。 

過去の被害事例から，PL値と液状化危険度の関係が表5-8のように示されている。表

5-8によれば，PL値が5以下であると液状化の危険度が低いと判断される。 

 

表5-8 PL値と液状化の危険度の関係 

PL 液状化の危険度 

0 かなり低い 

5以下 低い 

5を超え15以下 高い 

15を超える 極めて高い 

（全国官報販売協同組合「2007年版 建築物の構造関係技術基準解説書」H19年8月,P.440より引用）

∫（1-Fl）W(z)dz 
20 

0
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図5-3 補正N値と液状化抵抗, 

動的せん断ひずみの関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5-5 細粒分含有率とN値の補正係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5-4 補正N値,マグニチュード 

繰り返し回数と補正係数の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典；日本建築学会「建築基礎構造設計指針」2001.10 月，

p.63～p.64より引用） 

 



74 

 

 

c. 液状化の検討条件 

液状化判定の条件を以下に示す。 

① 検討地点：ボーリングH22B-3 

② 液状化検討対象層：地下水以深の飽和砂質土 

検討深度はGL.-20mまでとする。 

③ 地表面における設計用水平加速度：損傷限界検討用αmax＝150,350,400（gal） 

④ マグニチュード：Ｍ=8  

⑤ 単位体積重量：地盤定数一覧より 

⑥ 地下水位：ボーリング柱状図よりH22B-3 GL.-0.32m 

⑦ Ｎ値：実測Ｎ値を採用する。 

⑧ 細粒分含有率Fc（シルト分，粘土分），塑性指数IP：土質試験結果より 

 

d. 液状化判定結果 

液状化判定結果を表5-9に，その判定結果の詳細を図5-6～図5-8に示す。 

設計用水平加速度が最も小さいαmax=150galにおいても，沖積砂質土の大半（As2，As3）がFL

＜1.0となり，液状化すると判定される。設計用水平加速度がαmax=350，400galでは，沖積砂質

土（As1，As2，As3）のすべてがFL＜1.0となり，液状化の危険度がより高まる。 

なお，沖積粘性土（Ac1，Ac2）は塑性指数IP=40以上を示す高塑性粘土であるため，液状化し

ないと判定される。 

また，DcyおよびPL値による評価によれば，設計用水平加速度がαmax=150galでは液状化の程

度は小さいものの危険度は高い結果となる。設計用水平加速度がαmax=350，400gal では液状化

の程度は中程度であるが危険度は極めて高くなる結果が得られた。 

 

     表5-9 液状化判定結果一覧 

設計用       評価 

水平加速度 

Dcy PL値 

αmax＝150gal 7.50 小 8.96 高い 

αmax＝350gal 14.00 中 27.44 極めて高い 

αmax＝400gal 14.50 中 29.56 極めて高い 

 

なお，今回発生した「東北地方太平洋沖地震」（平成23年3月11日14時46分発生）および

その後の余震による調査地での液状化現象は，それほど明瞭には認められない。 

これは，表層部に沖積粘性土1（Ac1層）が厚く堆積していることや構造物が少ないことで，

地表部では明瞭に現れなかったもしくは被害の程度が軽微であったことによると考えられる。 

ただし，液状化についてはその可能性が極めて高い結果が得られたことから，その対策につい

ては十分な検討が必要である。 
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図5-6 液状化判定結果図（H22B-3，αmax=150gal） 

 

 

図5-7 液状化判定結果図（H22B-3，αmax=350gal） 
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図5-8 液状化判定結果図（H22B-3，αmax=400gal） 
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(3) 模擬地震動作成用地盤モデルの設定 

今回の調査結果（ボーリング結果，PS検層結果，常時微動測定結果（1秒計，5秒計），地盤材料の

変形特性を求めるための繰返し三軸試験結果）および文献調査（既存資料：宮城県地震地盤図，昭和

60年3月）に基づき，工学的基盤（注１）から地表面までの地盤モデルを設定し，その妥当性を検討した。 

（注１）工学的基盤：S波速度毎秒300～700mの地層を「工学的基盤」とする考え方が提案されており，一般にはおよそ

S波速度400m/secの地層を称す。 

 

a. 工学的基盤面の設定 

工学的基盤上面深度は，図4-7に示すPS検層結果から，S波速度422(m/sec)，Ｎ値50以上を

示す砂礫層（洪積砂礫層（Ds））が出現する深度としてGL.-25mに設定した。 

なお，図 4-1～図 4-3 の地質推定断面図に示すように，調査地ではほぼ水平成層地盤と仮定で

きると判断される。 

 

b. 地盤モデルの設定 

地盤モデルは，本調査結果から得られたPS検層結果に基づいて設定した。 

設定した地盤モデルを表5-10および表5-11に示す（地盤の密度は土質試験結果による）。 

減衰定数は，Ｑ値がＶs の十分の一として換算した。ひずみ依存直線において，測定範囲内の

最大ひずみに対応する減衰定数ｈおよび剛性低下率をそのままひずみ 10%時の値として近似させ

た。 

表 5-10 は入力地震動が小さい場合（稀に発生する地震動L1（注1）相当）の地盤モデルを示し，

この場合，地盤のひずみが小さいと予想されるため，等価線形解析による解析が行われると考え

ている。 

一方，表5-11 は入力地震動が大きい場合（極稀に発生する地震動L2（注2）相当）の地盤モデル

を示し，この場合，地盤のひずみが大きいと予想されるため，修正ROモデルを使用して非線形を

考慮した解析が行われると考えている（修正ROモデルのフィッティング状況は図5-9に示してい

る）。 

なお，地盤モデルは，地表以深をモデル化しており，設計用地震動を作成する際には，基礎床

付けレベルに留意する必要がある。 

（注1）地震動L1：レベル1地震動・・・比較的生じる可能性の高い中規模程度の地震による地震動を想定 

（注2）地震動L2：レベル2地震動・・・発生頻度が低いプレート境界型の大規模な地震による地震動（タイプⅠの地震動）

と平成 7 年兵庫県南部地震のように発生頻度が極めて低い内陸直下型地震による

地震動（タイプⅡ）を想定 
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表5-10 入力地震動が小さい場合（L1相当）の地盤モデル 
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表5-11 入力地震動が大きい場合（L2相当）の地盤モデル 
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図5-9 入力地震動が大きい場合（L2相当）の修正ROと動的試験結果の比較 

 

c. 作成した地盤モデルの検証とまとめ 

作成した地盤モデルの妥当性を検証するため，表5-10に示す稀に発生する入力地震動が小さい

場合（L1相当）の地盤モデルを用い，地盤の伝達関数を計算して微動測定によるH/V比（1秒計）

との比較を行った。結果を図5-10に示す。 

図5-10に示す結果から，今回作成した地盤モデルによる伝達関数は，微動測定によるH/V比（1

秒計）と概ね一致することが示された。 

これらのことから，今回作成した模擬地震動作成用地盤モデルは当調査地においては十分妥当

性があるものと判断できる。 
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(a)地表，地中(GL-20m) 

 

 

(b)地表，地中(GL-45m) 

 

 

図5-10 設定した地盤モデルによる伝達関数と微動H/Vの比較 

（細い黒実線が設定した地盤モデルによる伝達関数を示す） 
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(4) 設計・施工上の留意点 

ここでは，地質調査結果から得られた情報を基に設計・施工上の留意点について地盤工学的見地か

ら考察を行う。 

 

a.支持地盤と基礎形式について 

一般に構造物基礎の支持層を選定する場合，構造物の重要度や基礎に作用する荷重の規模などに

よって異なり一律に定めることはできないが「建築基礎構造設計指針：日本建築学会」では，以下

のように記述してある。 

 

① 支持地盤や基礎の選定にあたっては，要求性能を満足する組み合わせを抽出し，その構造性能ほか，施

工性や経済性等に関する比較検討を行った上で，最も合理的な基礎形式を選定する。 

② 基礎の選定にあたっては，敷地周辺に及ぼす影響を十分に考慮する。 

 

(a) 支持地盤について 

構造物の支持地盤の選定にあたっては，上部構造物の特性，想定し得る基礎の形式，敷地の

状況および地盤状況等から構造物の機能に有害な障害を生じないよう，確実に支持しうる地盤

を選定する必要がある。 

 

表5-12 杭基礎の選定表 

（学芸出版社「実務から見た基礎構造設計」1997,P.50より引用） 
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当該地で計画される構造物は中低層のRC造3階建であり，表5-12に示すように支持地盤の

目安としては砂質土地盤ではＮ≧30，粘性土地盤ではＮ≧20が必要である。 

上記した事項から当該地での地盤状況を検討すると，GL-10～13m以浅に分布する沖積粘性土

1～2(Ac1～Ac2)および沖積砂質土1～3(As1～As3)はＮ値が低く支持層に適さない。 

これらの下部に分布する沖積礫質土1,2(Ag1・Ag2)は，設計Ｎ値＝30および50で層厚も十分

であることから支持層に成り得るものと判断される。 

ただし，沖積礫質土1(Ag1)については平均Ｎ値＝30を示すものの，上部でＮ値30以下を示

す箇所も認められ，やや支持層としての信頼性に欠ける。下位の沖積砂礫層2（Ag2）はＮ値50

以上を示しているため，良好な支持層になり得ると判断される。 

また，沖積礫質土 1,2（Ag1，Ag2）の下位に分布する洪積層のうち洪積砂質土（Ds）と洪積

礫質土（Dg）は，Ｎ値＝50以上を示すとともに十分な層厚を有していることから支持層として

十分期待できる。これらの間に挟まれる洪積粘性土（Dc）は，Ｎ値が13程度を示し支持地盤と

しては期待できないものの硬く固結したシルト層であるため，圧密沈下を生じる可能性はない。 

従って，計画構造物の支持地盤としては GL.-18～-19m 以深に分布する沖積礫質土 2（Ag2）

層以深が考慮される。 

なお，GL.-25m以深に出現する洪積砂礫層（Ds）（H22B-2孔データによる）が，ボーリングや

PS検層および常時微動測定結果によって工学的基盤面となることが確認された。このため，本

層を計画構造物の支持地盤とすることも考慮されるが，構造物規模や重要性・経済性等に配慮

して支持層位置を決定することが望ましい。 

 

(b) 基礎形式について 

基礎形式の選定表を表5-13に示す。 

表5-13によれば，一般的に支持層がGL-5m以浅の場合は直接基礎，それ以深の場合は杭基礎

による施工が有利とされている。 

当該地では GL.-18～-19m 以深に分布する沖積礫質土 2(Ag2)層以深が支持層になると判断さ

れるため，表5-13｢基礎形式の選定表｣によれば杭基礎での施工が考慮される。 

杭基礎による場合は，地盤構成および周辺の環境や経済性・施工性を考慮して決定する必要

があり，比較的振動や騒音の少ない｢場所打ちコンクリート杭｣や｢埋め込み杭工法｣が選定され

る。 
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表5-13 基礎形式選定表 

打

撃

工

法

バ
イ
ブ
ロ
ハ
ン

マ

工

法

△ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○
○ × △ △ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ △ ○ ○ △ △ ○

れ き 径 50mm 以 下 ○ △ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
れ き 径 50 ～ 100mm ○ × △ △ △ △ △ △ △ △ △ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ ○ △ ○
れ き 径 100 ～ 500mm ○ × × × × × × × × × × × × △ × × ○ ○ △ × △

△ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
5m未満 ○ × × × × × × × × × × × × × × × ○ × × × ×
5～15m △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ △ △
15～25m × △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
25～40m × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ ○ ○ ○ ○
40～60m × × △ ○ ○ △ △ △ ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ × × △ ○ ○ ○
60m以上 × × × △ △ × × × × × × △ △ × △ × × × △ △ △

粘 性 土 (20 ≦ N) ○ ○ ○ ○ ○ ○ × △ ○ × △ △ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
砂 ・ 砂 れ き (30 ≦ N) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ × △ ○ ○ △ △ △ ○ ○ ○ △ △ ○ △ △ ○ ○ △ △ △
○ △ △ ○ ○ △ △ △ ○ △ △ △ △ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ ○
△ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ ○ ○ ○ ○
△ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ △ × ○ ○ ○ △
× ○ ○ ○ ○ × × × × × × ○ × × × × × △ △ ○ ×
× ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ × × × × × × × × ○ △ ○ ×
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × △ × ×
○ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ × △ ○ ○ △ △ △ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ △ △
○ × △ ○ ○ △ △ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ △ △ △ △ △ △ △ × × ○ △ × △ △ ○ ×
× △ △ ○ ○ △ △ △ △ △ △ △ × × △ × × △ △ ○ ×
○ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ○ △ △ × △

△ ○ ○ ○ × × × ○ ○ ○ △ × △ × × ×
△ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ ○ ○
○ × × × △ △ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ ○ △ ○
○ × × △ △ △ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ △ △ ○

支持層
の土質

傾 斜 が 大 き い (30 程 度 以 上 )

支 持 層 面 の 凹 凸 が 激 し い

支
持
層
ま
で
の
状
態

支
持
層
の
状
態

液 状 化 す る 地 盤 が あ る

中間層
にれき
がある

支
持
層
の
深
度

中 間 層 に 極 軟 弱 層 が あ る

中 間 層 に 極 硬 い 層 が あ る

地 下 水 位 が 地 表 面 近 い

湧 水 量 が 極 め て 多 い

地表より 2m以上の被圧地下水

地 下 水 流 速 3m/min 以 上

振 動 騒 音 対 策

隣 接 構 造 物 に 対 す る 影 響

作 業 空 間 が 狭 い

斜 杭 の 施 行

有 害 ガ ス の 影 響

地
盤
条
件

構
造
物
の
特
性

施
行
条
件

周辺環境

荷
重
規
模

支持形式

地下水の
状態

鉛直荷重に比べ水平荷重が大きい

支 持 杭

摩 擦 杭

鉛直荷重が小さい(支間20m以下)

鉛直荷重が普通(支間20m～50m)

鉛直荷重が大きい(支間50m以上)

鉛直荷重に比べ水平荷重が小さい

場 所 打 ち 杭
ケーソン
基 礎PHC 杭 ・ SC 杭 鋼 管 杭

中 掘 り 杭 基 礎

水 深 5m 未 満

水 深 5m 以 上
水上施行

打込み杭基礎
直

接

基

礎

Ｒ

Ｃ

杭

Ｐ

Ｈ

Ｃ

杭

・

Ｓ

Ｃ

杭

鋼

管

杭

コ

ン

ク

リ

ー

ト

打

設

方

式

オ

ー

ル

ケ

ー

シ

ン

グ

リ

バ

ー

ス

最

終

打

撃

方

法

噴

出

撹

拌

方

式

コ

ン

ク

リ

ー

ト

打

設

方

式

最

終

打

撃

方

法

○：適合性が高い　△：適合性がある　×：適合性が低い

地

中

連

続

壁

基

礎

鋼

管

矢

板

基

礎

鋼

管

ソ

イ

ル

セ

メ

ン

ト

杭

基

礎

プ

レ

ボ

ー

リ

ン

グ

杭

基

礎

ア

ー

ス

ド

リ

ル

深

礎

ニ

ュ

ー

マ

チ

ッ

ク

深

礎

噴

出

撹

拌

方

式

基　礎　形　式

選　定　条　件

 

（日本道路協会「道路橋示方書・同解説 Ⅰ共通編Ⅳ下部構造編」平成14年,P.544より引用） 
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支持地盤の深度と適用可能な基礎形式を図5-11に，基礎形式ごとの検討事項・チェック項目

一覧を表5-14に示す。一般的な基礎形式を図5-12に，代表的な杭工法を図5-13に示す。  

 
図5-11 支持地盤の深度と適用可能な基礎形式 

（日本建築学会「建築基礎構造設計指針」2001.10月,P58より引用） 

 

表5-14 基礎形式ごとの検討事項・チェック項目一覧 

 

（日本建築学会「建築基礎構造設計指針」2001.10月,P58より引用） 
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図5-12 一般的な基礎形式 

（（日本建築学会「建築基礎構造設計指針」2001.10月より引用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5-13 代表的な杭工法の分類 

（（日本建築学会「建築基礎構造設計指針」2001.10月より引用） 

アースドリル工法

リバースサーキュレーション
ドリル工法

オールケーシング工法

場所打コンクリート杭

中堀り工法

埋込み工法

打撃工法

プレボーリング
併用打撃工法

打込み工法

圧入工法

回転圧入工法

押込み工法

プレボーリング工法

既成杭

鋼　　杭

既成コンクリート杭
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b. 根切りと基礎底面までの掘削 

当該地の地下水位は，GL-0.32～-2.95mの沖積粘性土層(Ac1)上部に確認されている。 

地下水位が高いことから，基礎掘削時には止水土留め矢板等を使用した掘削や地下水位低下工法

などによって周辺地下水位を低下させてから根切り掘削を行うことが望ましい。 

なお，土留め矢板の施工に際しては，掘削底面から土留め壁根入れ部より下位に残った軟弱粘土

のヒービングに対しての検討が必要である。 

 

c.地震時の液状化について 

当該地の表層部は，軟質な沖積粘性土を主体としているものの，敷地の北東部(H22B-3)付近では

砂質土が優勢となっている。この沖積砂質土 1～3（As1～As3）は，液状化判定により設計用水平

加速度がαmax=150galにおいても液状化の危険度が高く，設計用水平加速度がαmax=350galおよび

400galではその危険度がより一層高まる結果となっている。 

庁舎の配置計画が敷地北東側にあることから，この液状化が懸念される範囲と重なるため，液状

化を防止する対策工の検討を行う必要がある。 

図5-14に液状化対策工法の分類を，表5-15に液状化対策工法の一覧を示す。 

 

 

図5-14 液状化対策工法の分類 

（産業調査会事典出版センター発行，「土木工法事典」2010.6.10，P.310より引用）
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表
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液
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化
対
策
工
法
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覧
 

 

（（
財
）
沿
岸
開
発
技
術
セ
ン
タ
ー
発
行
，「

埋
立
地
の
液
状
化
対
策
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク
（
改
訂
版
）」

19
97
.8
，
P.
14
2
よ
り
引
用
）
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d.礫径について 

沖積礫質土2（Ag2）を支持層とする杭基礎形式とした場合，その中間層となる沖積礫質土1（Ag1）

の礫径が問題となる場合がある。この沖積礫質土1（Ag1）に含まれる礫の大きさは，ボーリング

コアではφ10～50mm程度の礫径が確認された。 

一般に地盤内での実際の礫径は，ボーリングコアで観察された大きさの2.5～3倍程度であるこ

とが多いとされる。従って，最大礫径はおよそ 15cm に達するものが含まれている可能性があり，

杭の打設等に際しては十分配慮する必要がある。 

 

 

 

 

．． 

 

 

 

 

 

図5-15 地盤内での実際の礫径 

（道路調査設計研究会「道路調査設計ノウハウ集」より引用） 

 

以上 




